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１．調査概要 

1.1 調査の趣旨・目的 

1.1.1 本調査の背景・目的 

我が国においては、2050 年カーボンニュートラルに向けてプラスチック代替素

材分野の市場急拡大が見込まれ、グローバル企業・大手企業を中心に取組みが加

速化している。  

そのような中、当該分野における競争環境整備に向けた取組み、具体的には、

バイオ由来製品の付加価値を経済的価値に転嫁する仕組（認証・クレジット化・

製品表示等）や安全性評価、公共調達の活用、技術の標準化等の取組みが急務と

なっている。  

一方、バイオマスプラスチックの価格は従来製品の約 1.5 倍～5 倍と言われて

おり、コスト面で大きな課題を抱えているため、地域企業においては、大企業等

との共同研究開発、業務提携、自主基準の設定等により市場参入・拡大を図る例

が見られるものの、その際、独占禁止法上の問題が生じる恐れがある。  

従って、プラスチック代替素材市場への新規参入にあたっては、「グリーン社会

の実現に向けた事業者等の活動に関する独占禁止法上の考え方」（以下「グリーン

ガイドライン」という。）に照らして独占禁止法上の問題が生じないことを確認し

つつ、グリーンガイドラインにおける不明瞭部分の払拭や事業者の予見可能性の

向上が重要となる。  

また、2024 年 6 月、経済産業省が資源有効利用促進法を改正し、製造業者に対

して再生プラスチックの使用量の目標設定を義務付ける方針を提示したことから、

当該方針を踏まえた市場の動向等についても注視する必要がある。  

東北地域は、プラスチック代替素材に関する先進技術を有する企業の開発拠点

や工場等の立地が進む他、大学等研究機関における技術シーズも有しており、今

後本分野における取組みがますます加速化することが期待される。  

本事業は、独占禁止法への抵触リスクを排除しつつ、国内におけるプラスチッ

ク代替素材の取組みを促進するため、全国の先進事例を調査・分析することによ

り、当該分野における競争環境や新規参入阻害要因等を分析しつつ、素材毎に解

決すべき課題や有望性の高い市場を特定し、今後必要な支援策を検討することを

目的として実施した。  
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1.2 調査フレーム 

  今回実施した調査の概要は以下のとおりである。 

  1.2.1 実施方法・期間・調査対象 

     実施方法：対面またはオンラインによるヒアリング、およびアンケートによ

る回答にもとづいた電話でのヒアリングにより実施 

 

実施期間：2024 年 11 月 11 日～2025 年 3 月 24 日 

 

    調査対象：プラスチック代替素材（バイオマスプラスチック、生分解性プラ

スチック、その他のプラスチック代替素材）及びマテリアルリサ

イクルおよびケミカルリサイクル等の再生プラスチック等に関

連して先進的に取り組む企業およびそれら企業への支援を行う

研究機関・行政機関 

 

    対 象 者：企業・研究機関・行政機関等 42 者（下表のとおり） 

 

■対象者数等 

【対象者数】 

調査カテゴリー 事業者・団体数（者） 

調査実施企業 42 

 うち東北地域 21 

対面調査企業 23 

 うち東北地域 17 

【分野別調査実施対象者数】 

プラスチックのカテゴリー 
事業者・団体数（者） 

（括弧内は※２参照） 

バイオマスプラスチック類 24（14） 

生分解性プラスチック類 13（9） 

再生プラスチック類 20（10） 

その他プラスチック類 ６（５） 

研究機関等（行政含む） ４ 

※１ 複数の分野を取り扱う企業があるため、【分野別】

の合計は「調査実施対象者数」の総数と一致しない。 

※２ 括弧内は、カテゴリーのうち研究機関等がプロジ

ェクトに関わっている数を記載 
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1.3 プラスチック代替素材および再生プラスチックの定義 

「プラスチック代替素材」とは、従来のプラスチックに代わる素材であり、環境

への負荷を軽減することを目的として使用されるものとして、「バイオプラスチッ

ク」と「その他のプラスチック代替素材」に大別される。 

プラスチック代替素材のうち、代表的なものが「バイオプラスチック」と総称さ

れる素材であり、環境保護と持続可能な社会の実現に貢献する重要な素材である。 

バイオプラスチックは、「バイオマスプラスチック」、「生分解性プラスチック」

の２つの主要な類型に分類される。また、その２つの特性を兼ね備えた「バイオマ

ス由来の生分解性プラスチック」がある。 

「その他のプラスチック代替素材」には、紙や石灰石等を原料とするプラスチッ

ク樹脂等、幅広い素材が含まれる。 

 

■プラスチック代替素材の類型 

 
出所：環境省「プラスチック資源循環～プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律の普及啓発ページ～」ホームページ

を元に作成 

 

また、「再生プラスチック」は、廃プラスチックを回収し、再加工して新しい製

品の原材料として利用するプラスチック樹脂である。主に、工場や家庭から排出さ

れる使用済みのプラスチック製品を回収し、分解・粉砕、溶融して再び原材料とし

て利用できるようにする等の工法（リペレット化）で生成される。 

  1.3.1 バイオマスプラスチック 

バイオマスプラスチックとは、化石燃料とは異なり、繰り返し再生産が可能

な植物や動物由来の有機資源（バイオマス）を含み、化学的または生物学的に

合成される高分子材料を原料として生成されるプラスチック樹脂である。例え

ば、トウモロコシやサトウキビ等の植物から得られるデンプンやセルロースが

原料として使用される。 

バイオマスプラスチックの原料は、木材のほか、野菜、果物、竹、稲わら・

麦わら・もみ殻、 農業残渣（野菜屑、茶殻、みかん皮等）、草本類（ススキ等）、

海藻等、多岐にわたる。 

バイオマスプラスチックによって、石油等の化石燃料に依存しない持続可能

なプラスチックの製造が可能となり、廃棄時にも二酸化炭素の排出量を抑える

ことができる。 

代表的なものとして、バイオＰＥ（ポリエチレン）、バイオＰＰ（ポリプロ
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ピレン）、バイオＰＥＴ（ポリエチレンテレフタレート）がある。 

バイオマスプラスチックの開発は、20 世紀初頭から始まった。初期の研究で

は、セルロース誘導体等の植物由来の材料が広く研究されていた。しかし、20

世紀前半から化石資源由来の高性能なポリマー（ナイロンやポリプロピレン等）

が安価かつ大量に作成されるようになり、バイオマスプラスチックの研究は一

時的に下火となった。 

20 世紀後半から、環境意識の高まりにより再びバイオマスプラスチックに

注目が集まり、技術開発が進められた。特に、1990 年代から 2000 年代にかけ

て、バイオマスプラスチックの商業化が進み、社会実装が始まった。 

日本では、2012 年に「バイオテクノロジー戦略大網」が発表され、バイオマ

スプラスチックの利用拡大が重要課題として提言された。これにより、バイオ

マスプラスチックの社会実装が加速し、現在では多くの製品に使用されている。 

 

■主なバイオプラスチック 

 
出所：環境省「バイオプラスチックを取り巻く国内外の状況」（2020 年５月）を元に作成 

  1.3.2 生分解性プラスチック 

生分解性プラスチックとは、自然界に存在する微生物の働きによって分解さ

れ、最終的に二酸化炭素と水にまで分解することが可能なプラスチック樹脂で

ある。微生物がプラスチックを分子レベルまで分解するため、環境に悪影響を

与えない形で自然界に循環される。 

環境保護と持続可能な社会の実現に大きく寄与するものであり、プラスチッ

ク廃棄物の蓄積を防ぎ、海洋汚染や土壌汚染のリスクを低減する。 

生分解性プラスチックは、コンポスト施設での処理が容易であり、有機廃棄

主なメーカー*2

世界の製
造能力*2

（万トン）主な用途*1生分
解性*1

バイオマス度
上限*1主なバイオマス原料*1樹脂

2019
（実績）

Braskem社（ブラジル）、LyondellBasell社
（米国）、Dow（米国）、SABIC社（サウジアラ
ビア）

25

石油由来のPE、PP、PETと同じ
用途

×100%バイオエタノールや植物油
由来等のバイオナフサ等

バイオPE

LyondellBasell社（米国）、Borealis社（オー
ストリア）、SABIC社（サウジアラビア）

2×100%植物油等由来のバイオナ
フサ等

バイオPP

【モノマー（MEG）】India Glycols社（インド）
【ポリマー】Indorama Ventures社（タイ）、
Lotte Chemical社（韓国）、Far Eastern 
New Century Corporation社（台湾）、東レ
（株）（日本）、帝人（株）（日本）、東洋紡（株）
（日本）

21×約30%
テレフタル酸及びバイオマ
ス由来のエチレングリコー
ル（MEG）

バイオPET

Arkema社（フランス）、Evonik社（ドイツ）、
BASF社（ドイツ）、DSM社（オランダ）、
DuPont社（米国）、東レ（株）（日本）、ユニチ
カ（株）（日本）、東洋紡（株）（日本）、三菱ガ
ス化学（株）（日本）

25自動車部品、電気電子部品等

×100%バイオPA

×100%ヒマシ油PA11

×約60%ヒマシ油（片方のモノマー）PA610

NatureWorks社（米国）、Total Corbion 
PLA社（オランダ）、Zhejian Hisun 
Biomaterials社（中国）

29食品容器、繊維、農業用資材等○100%バイオマス由来の乳酸PLA

PTT MCC Biochem 社（タイ）9農業用資材、カトラリー、コンポス
ト用バッグ等○約50%バイオマス由来のバイオコ

ハク酸（片方のモノマー）
PBS

Newlight Technologies社（米国）、Danimer 
Scientific社（米国）、Tianan Biologic 
Material社（中国）、（株）カネカ（日本）

3食器類、農業用資材等○100%糖や植物油（微生物が体
内にポリマーを生成）

PHA
（PHBH等）

Novamont社（イタリア）45野菜・果物袋、農業用資材等○100%
澱粉（可塑化して他のバイ
オプラスチックとブレンド／
コンパウンド）

澱粉ポリエステ
ル樹脂

三菱ケミカル（株）（日本）、帝人（株）（日本）-自動車用途等×約60-70%バイオマス由来のイソソル
バイド（片方のモノマー）

バイオPC

（出典） *1:日本バイオプラスチック協会 吉田正俊,  「バイオプラスチックの開発と展望」、廃棄物資源循環学会誌,  Vol.30, No.2（2019年）及び
日本バイオプラスチック協会 吉田正俊,  「バイオプラスチックの実用化に向けた取組の現状と展望」,  環境情報科学48巻3号（2019年）をもとに作成

*2: 欧州バイオプラスチック協会, “Bioplastic Market Development Update 2019”, https://www.european-bioplastics.org/wp-content/uploads/2019/11/Report_Bioplastics-
Market-Data_2019_short_version.pdf
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物とともに処理、または堆肥として活用をすることが可能である。 

代表的なものとして、ポリ乳酸（ＰＬＡ）やポリブチレンコハク酸（ＰＢＳ）

がある。 

分解速度は、環境条件（温度、湿度、微生物の種類等）によって異なる。適

切な条件下では、数週間～数ヶ月、数年で完全に分解される。主に、農業用フ

ィルム、食品包装材、カトラリー、医療用材料等、さまざまな用途に利用され

ている。 

また、生分解性プラスチックの原料には、化石燃料由来のものとバイオマス

資源由来のものがある。バイオマス資源由来のものは、トウモロコシやサトウ

キビ等の植物から得られる。バイオマスプラスチックと生分解性プラスチック

の両方の特性を持つプラスチックの代表的なものとして、バイオＰＢＳやバイ

オＰＬＡ等がある。 

生分解性プラスチックは、適切に処理されることで、従来のプラスチックに

比べて環境への負荷を大幅に軽減できる。しかし、適切な処理が行われない場

合、分解が進まず、環境汚染の原因となることもある。 

持続可能な社会の実現に向けた重要な素材であり、今後の技術開発と普及が

期待されている。 

  1.3.3 その他のプラスチック代替素材 

その他のプラスチック代替素材について、環境省の定義では、「化石資源由

来のプラスチック製マイクロビーズ等のマイクロプラスチックの代替につな

がる素材等」とされているが、一般的には明確に定義がされていない。このた

め、環境への負荷を軽減するという視点で、さまざまな素材や技術を幅広く定

義づけできると考えられる。 

例えば、セルロースナノファイバー（ＣＮＦ）については、その用途は幅広

く、一般的にプラスチック代替用途は限定的であるが、その原料は木材等の植

物由来の繊維であり、従来のプラスチックに代替する製品を取り扱う企業が少

なからず見受けられる。 

また、バイオマスプラスチックに該当しない紙や石灰石等を原料として配合

されるプラスチック樹脂や、これまでプラスチックが担ってきた役割を代替す

ることを、技術革新により可能にした素材等が挙げられる。 

さらに、100％石油由来ではあるが、マスバランス方式やＪクレジット対応

等のカーボンニュートラルに資する素材や製品、高いガスバリア性で食品長期

保存を可能にするため、食品ロスの削減に寄与する素材や製品等も、プラスチ

ック代替素材として捉えることができる。 

  1.3.4 再生プラスチック 

再生プラスチックとは、産業廃棄物や家庭からゴミとして排出される廃プラ

スチック等を再生材としてリサイクルし、樹脂や製品として活用するものであ

り、バイオマスプラスチック等のプラスチック代替素材に加えて、循環型社会

の実現に不可欠なものである。 
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再生プラスチックは、マテリアルリサイクル（ＭＲ）とケミカルリサイクル

（ＣＲ）の２種類に分類される。 
 

■プラスチックリサイクルの手法 

分 類（日本） リサイクルの手法 ISO 15270 

マテリアルリサイクル

（材料リサイクル） 

再生利用 ・プラ原料化 

・プラ製品化 

Mechanical Recycle 

（メカニカルリサイクル） 

ケミカルリサイクル 原料・モノマー化 Feedstock Recycle 

（フィードストック 

リサイクル） 
高炉還元剤 

コークス炉化学原料化 

ガス化 

油化 

化学原料化 

サ－マルリサイクル 

（エネルギー回収） 

燃 料 Energy Recovery 

（エネルギーリカバリー） 
セメント原・燃料化 

ごみ発電  RPF＊1RDF＊2 

＊ 1：Refuse Paper & Plastic Fuel （マテリアルリサイクルが困難な古紙と廃プラスチック類を原料とした高カ

ロリーの固形燃料） 

＊ 2：Refuse Derived Fuel （生ごみや可燃ごみや廃プラスチックなどからつくられる固形燃料） 

出所：一般社団法人プラスチック循環利用協会「プラスチックリサイクルの基礎知識 2024」を元に作成 

 

マテリアルリサイクルは、廃プラスチックを物理的に処理して新たな樹脂や

製品を作る方法であり、ケミカルリサイクルは、プラスチックを化学的に分解

して原料に戻し、それを使って新しい樹脂や製品を作る方法である。 

20 世紀初頭、初期のリサイクル活動は、主に金属や紙等の素材に焦点を当て

ていたが、プラスチックのリサイクルも徐々に注目されるようになった。 

1960 年代には、古紙や鉄スクラップのリサイクルが盛んになり、再生資源と

しての利用が進んだ。しかし、プラスチックのリサイクルは、バージン材（新

品や未利用の素材）の安価さや高機能プラスチックの進展により、普及が遅れ

た。 

1970 年代から 1980 年代にかけて、環境問題への関心が高まり、プラスチッ

クリサイクルの重要性が認識されるようになった。この時期には、リサイクル

技術の開発が進み、再生プラスチックの利用が拡大した。 

1990 年代以降、再生プラスチックの品質向上とコスト削減が進み、さまざま

な製品に利用されるようになった。特に、ＰＥＴボトルのリサイクルが広く普

及し、再生プラスチックの市場が拡大した。 

現在では、再生プラスチックは環境保護の観点から重要な素材とされ、持続

可能な社会の実現に向けた取り組みの一環として広く利用されるようになっ

ている。 

日本の再生プラスチックに係る法整備では、2000 年に制定された「循環型社

会形成推進基本法」の施行により、資源の循環的利用を促進し、廃棄物の発生

抑制と再資源化を推進するための基本的な枠組みが作られた。 
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２．プラスチック関連市場を取り巻く社会動向 

2.1 国外の動向 

プラスチック代替素材に関する海外の動向については、以下のとおりである。 

ここでは、プラスチック代替素材市場を国際的にリードしている主な地域として、

ＥＵ（欧州連合）、米国、中国を取り上げる。 

  2.1.1 ＥＵ（欧州連合） 

ＥＵでは、2000 年に欧州議会および理事会が「ＥＬＶ指令（End-of-Life 

Vehicle、欧州議会・理事会指令 2000/53/EC））」を採択、2002 年正式に発効し

ている。 

自動車産業において生じる環境負荷を軽減することを目的とし、設計段階か

らリユース・リサイクルを念頭に置くことを奨励、車両の終末処理に関する自

動車メーカーの責任の明確化等を定めている。また、2003 年以降には、鉛や水

銀といった特定有害重金属の自動車部品への使用も制限され、環境への負荷低

減が図られた。 

2019 年には、「特定のプラスチック製品の環境への影響の低減に関するＥＵ

指令」が採択され、使い捨てプラスチック製品の使用を禁止する規制が導入さ

れた。これには、カトラリー、皿、ストロー、発泡スチロール製の食品容器等

が含まれる。 

2023 年には、ＥＵ理事会で合意に至った「エコデザイン規則（ＥＳＰＲ）法

案」は、製品のライフサイクル全体を通じて資源・エネルギーの消費や環境負

荷を最低限に抑える設計を求めている。 

2023 年 7 月には、欧州委員会が「自動車設計の循環性要件及び廃自動車管

理に関する規則案（ＥＬＶ指令改正）」を公表し、その中で自動車の新型車両に

おける再生プラスチックの最低含有率 25％以上を義務化や、循環型の自動車産

業や製造者の責任の強化について言及している。 

2024 年には「包装・包装廃棄物規則（ＰＰＷＲ）」が、暫定合意に達してい

る。この規則は、包装廃棄物の削減、包装材のリサイクル、再利用の促進を目

的としており、2030 年までに包装材のリサイクル率を 30％にすることを義務

付ける提案や、製品のライフサイクル全体にわたる責任を企業に課し、使用済

み包装材の回収や再生を義務付けるものとなっている。 

再生プラスチック使用の推進に関する議論を中心にプラスチック代替素材

活用に向けた動きが活発化している。 

  2.1.2 米国 

北米、特に米国では、ＥＵの厳格なプラスチック規制に対応しての取組みが

進められている。連邦レベルでは、バイデン政権が 2035 年までに政府業務で

使い捨てプラスチックの使用を廃止する計画を発表した。これは、プラスチッ
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ク汚染の削減と循環経済の促進を目指すものである。 

州レベルでは、カリフォルニア州がプラスチック汚染防止に関する厳しい規

制を導入している。例えば、使い捨てプラスチック包装材の使用量を 2032 年

までに 25％削減することを目指している。また、ニューヨーク州等他の州でも、

プラスチック製品の使用制限やリサイクルの義務化が進められている。 

企業の取組みも活発に展開されており、多くの米国企業が持続可能な素材の

使用やリサイクルプログラムの導入を進めている。ウォルマートやアマゾン等

の大手企業は、プラスチック包装材の削減やリサイクル材の使用を増やす取組

みを行っている。 

さらに、米国ではバイオプラスチックや堆肥化可能な素材の研究が進んでお

り、環境に優しい代替素材の開発が期待されている。これらの取り組みは、Ｅ

Ｕの規制に対応しつつ、米国内でのプラスチック汚染問題の解決を目指すもの

である。 

今後、2025 年の政権交代後のトランプ政権下において、温暖化ガス排出削減

目標を達成するための国際的な枠組みであるパリ協定離脱の大統領令への署

名や、 オバマ政権から続いていたクリーン・パワー・プランを撤回し石炭火力

発電所の規制緩和に踏み切る等、温室効果ガス排出削減に消極的な姿勢を見せ

ている。このことから、今後の米国のプラスチック素材に関する取組みについ

ても転換の可能性も考えることから、その動向に注視する必要がある。 

  2.1.3 中国 

中国においては、2020 年に中国の国家発展改革委員会と生態環境部が共同

で発表した「プラスチック汚染対策のさらなる強化に関する意見」では、特定

のプラスチック製品の生産を禁止し、プラスチックごみの回収とリサイクルを

強化する方針が示された。 

また、2021 年には「第 14 次五カ年計画（2021-2025 年）」の一環として、プ

ラスチック汚染対策行動計画が発表され、プラスチック代替品の普及が推進さ

れている。この計画では、竹等の自然素材を利用した代替品の開発が奨励され

ている。 

さらに、中国はバイオプラスチックの生産能力を大幅に拡大しており、2025

年までにＰＢＡＴ（ポリブチレンアジペートテレフタレート）とＰＬＡ（ポリ

乳酸）の年間生産能力をそれぞれ 700 万トン前後、100 万トン以上と、世界の

生産能力の約 3分の 2を占めることとなる目標を掲げている。 

2.2 国内を取り巻く動向 

日本国内のプラスチック代替素材および再生プラスチックに関する主な動向に

ついて、以下のとおり時系列で整理する。 

 

2000 年には、前述した「循環型社会形成推進基本法」が公布・施行されるとと

もに、「資源有効利用促進法（資源の有効な利用の促進に関する法律）」が公布さ

れ、2001 年に施行された。「資源有効利用促進法」は、1991 年に制定された「再
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生資源利用促進法」を大幅に改正したものであり、廃棄物の適正処理を目的とし

た「廃棄物処理法」に対し、資源の有効活用に向けて、廃棄物の発生抑制（リデ

ュース）、再使用（リユース）、再生利用（リサイクル）を促進し、循環型経済シ

ステムの構築を目指すものとなっている。 

その後、容器包装リサイクル法（2000 年）、家電リサイクル法（2001 年）、食品

リサイクル法（2001 年）、グリーン購入法（2001 年）、建設資材リサイクル法（2002

年）、自動車リサイクル法（2002 年）といった個別リサイクル等の法整備が進め

られた。 

 

■循環型社会の姿（循環型社会形成推進基本法） 

  
出所：環境省「循環型社会への新たな挑戦」を元に作成 

 

2003 年には、循環型社会形成推進基本法に基づく「第一次循環型社会形成推進

基本計画（以下「循環基本計画」という。）」が策定され、ものを大事に使うスロ

ーなライフスタイルや環境保全志向の物づくり・サービスの提供等の循環型社会

のイメージが示された。 

 

2008 年に見直された「第二次循環基本計画」では、更に低炭素社会・自然共生

社会への取組みとの統合を図るとともに、地域の資源に応じた取組みを進める観

点から「地域循環圏」を構築していくこと等を示した。循環型社会の実現に向け

て、バイオマス系循環資源の地域利用について言及された。 

 

2013 年に見直された「第三次循環基本計画」では、それまで推進していた廃棄

物の量に着目した施策に加え、資源利用の質にも着目し、①リサイクルに比べ取

組みが遅れているリデュース・リユースの取組強化、②有用金属の回収、③安心・

安全の取組強化、④３Ｒ国際協力の推進等を新たな政策の柱とした。特に 2011 年

3 月の東日本大震災の影響により、循環資源・バイオマス資源のエネルギー源へ

の活用や、地域循環圏の高度化としてバイオマス系循環資源の活用について言及
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された。 
 
 

■第三次循環基本計画のポイント 

  
出所：環境省「第三次循環型社会形成推進基本計画のポイント」を元に作成 
 

2018 年に見直された「第四次循環基本計画」では、第三次計画で掲げた「質」

にも注目した循環型社会の形成、低炭素社会や自然共生社会との統合的取組等を

引き続き中核的な事項としつつ、さらに、経済的側面や社会的側面にも視野を広

げた。 

計画内では、マイクロプラスチックを含む海洋ごみ対策、バイオマスの地域内

での利活用、プラスチック循環戦略の策定・推進、バイオマスからの化成品等の

製造等といった取組みについて言及された。 

 

2019 年には、経済産業省から「海洋生分解性プラスチック開発・導入普及ロー

ドマップ」が発表され、実用化や革新的素材の開発に向けた方向性について明示

されたほか、環境省が「プラスチック資源循環戦略」を発表し、プラスチック廃

棄物の削減とリサイクルの促進を目指し、具体的な目標と施策を示した。 

また、内閣府が「バイオ戦略 2019」を発表し、その中でバイオプラスチックが

市場領域として定義された。 

 

2020 年には、「容器包装に係る分別収集及び再商品化の促進等に関する法律（容

器包装リサイクル法、1995 年制定）」の関連省令改正により、レジ袋の有料化が

開始された。また、市場領域施策確定版・基盤的施策としての「バイオ戦略 2020」

が発表され、バイオ素材や海洋性分解プラスチックに取組みが明示された。 
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■海洋生分解性プラスチック開発・導入普及ロードマップの概要図 

 
出所：経済産業省「海洋生分解性プラスチック開発・導入普及ロードマップの概要図」（2019 年５月）を元に作成 

 

2021 年には「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律（通称：プラ

新法）」が公布、2022 年に施行された。この法律は、海洋プラスチックごみ問題

や気候変動問題に対応するべく、プラスチックの資源循環を総合的かつ計画的に

推進するための措置を講じるものであり、製品の設計から廃棄物の処理までの全

ての段階での資源循環が強化された。 

 

■「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律」の主な措置内容 

  
  出所：環境省「「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律」の概要」を元に作成 

 

この法律にもとづき、2021 年１月に「バイオプラスチック導入ロードマップ」

を環境省・経済産業省・農林水産省・文部科学省が合同で策定し、持続可能なバ
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イオプラスチックの導入促進を目指すこととなった。このロードマップでは、気

候変動問題や海洋プラスチックごみ問題の解決を目指し、2030 年までにバイオ

マスプラスチックの最大限（約 200 万トン）の導入を目標としている。さらに、

バイオプラスチックの導入状況と、それに伴う課題を整理し、持続可能なバイオ

プラスチックの導入に向けた基本方針と具体的な施策を示している。また、バイ

オプラスチック以外の代替素材についても言及している。 

 

■バイオプラスチック導入ロードマップの概要 

  

  
 出所：環境省「バイオプラスチック導入ロードマップ【概要】」（2021 年１月）を元に作成 
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2024 年５月には「資源循環の促進のための再資源化事業等の高度化に関する法

律」が公布された。この法律は、脱炭素化と再生資源の質と量の確保等の資源循

環の取組を一体的に促進するため、基本方針の策定、特に処分量の多い産業廃棄

物処分業者の再資源化の実施の状況の報告及び公表、再資源化事業等の高度化に

係る認定制度の創設等の措置を講ずることが定められている。 
 

■資源循環の促進のための再資源化事業等の高度化に関する法律の概要 

  
 出所：環境省「資源循環の促進のための再資源化事業等の高度化に関する法律の概要」（2024 年６月）を元に作成 

 

2024 年６月には内閣府から「バイオエコノミー戦略」が発表され、バイオモノ

づくり・バイオ由来製品の分野において、技術開発・市場環境の整備・事業環境

の整備に係る具体的な取組みの方向性が定められた。 

 

 2024 年８月には「第五次循環基本計画」が閣議決定され、マテリアルリサイク

ル・循環型ケミカルリサイクル等の素材循環重視のリサイクルを進めるため、必

要な取組を行うことで循環経済への移行を国家戦略として着実に推進すること

を目指すことを定めた。また、循環型社会に向けた資源採取・消費・廃棄の流れ

（物質フロー）や各種取組の進展を測る 10 指標を設定した。 
 

■循環型社会に関する全体像の指標（概要） 

 
出所：環境省「第五次循環型社会形成推進基本計画～循環経済を国家戦略に～概要」を元に作成 
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2025 年２月には「脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進に関する法律及

び資源の有効な利用の促進に関する法律の一部を改正する法律案」が閣議決定さ

れた。 

「脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進に関する法律（ＧＸ法）」の一

部改正では、脱炭素成長型の経済構造への円滑な移行を推進するための排出量取

引制度の法定化、化石燃料賦課金の徴収に係る措置の具体化、ＧＸ分野への財政

支援の整備を行うことが定められた。 

「資源の有効な利用の促進に関する法律の一部を改正する法律（資源有効利用

促進法）」の一部改正では、再生資源の利用義務化、環境配慮設計の促進、GX に

必要な原材料等の再資源化の促進、サーキュラーエコノミーコマースの促進を行

うことが定められた。特に、再生材の使用割合を数値目標化し、将来的に事業者

に定期的に報告を行うことを義務付ける等の方針を示す等、より具体的な取組み

を求めるものとなっている。 

 

 ■脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進に関する法律及び資源の有効な利

用の促進に関する法律の一部を改正する法律案の概要 

  
出所：経済産業省「脱炭素成長型経済構造への円滑な移行の推進に関する法律及び資源の有効な利用の促進に関する法律

の一部を改正する法律案の概要」（2024 年 10 月）を元に作成 
 

 2025 年３月には、環境省が運営する「自動車向け再生プラスチック市場構築の

ための産官学コンソーシアム」において、自動車部品等の再生プラスチック利用

拡大を実現するため、産官学連携による取組みを推進することを示した「自動車

向け再生プラスチック市場構築アクションプラン（案）」を公表している。（同プ

ランの内容については後述する。） 
 

 なお、環境省により、循環型社会を形成するための法体系の図表が次頁のとお

りまとめられている。 
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■循環型社会を形成するための法体系 

 
出所：環境省「資源循環の高度化を通じた循環経済への移行」（2024 年 7 月 25 日）を元に作成 

2.3 グリーンガイドライン 

 2.3.1 グリーンガイドライン策定の背景 

公正取引委員会は、2023 年３月 31 日、「グリーン社会の実現に向けた事業

者等の活動に関する独占禁止法上の考え方」（以下「グリーンガイドライン」と

いう。）を策定し、公表した。 

策定の背景としては、地球温暖化等の気候変動問題の深刻化に対応するため、

2050 年までの脱炭素社会の実現を目指す「温暖化対策推進法」や「地球温暖化

対策計画」を策定の上、2030 年度までに温室効果ガスを 2013 年度比で 46％削

減する目標が設定されたことが挙げられる。 

グリーンガイドライン策定に至るまでに、温室効果ガス削減のための取組み

のような、環境保護に向けた活動と独占禁止法の関係については、かねてから

議論が重ねられてきている。 

1993 年４月の「共同研究開発に関する独占禁止法上の指針」や 1995 年 10 月

の「事業者団体の活動に関する独占禁止法上の指針」において、既に環境対策

を目的とする行為と独占禁止法の関係についての考え方が示されているほか、

2001 年６月には「リサイクル等に係る共同の取組に関する独占禁止法上の指

針」が策定されている。 

※参考文献：「独占禁止法 グリーンガイドライン」（2024 年発行：株式会社商事法務）P1～2 

2.3.2 グリーンガイドラインの趣旨 

環境負荷の低減と経済成長の両立を目指す「グリーン社会」の実現には、国

民、国、地方公共団体、事業者、民間団体の密接な連携が必要である。 

独占禁止法及び競争政策も、事業者間の競争を促進し、資源の効率的な利用
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や技術革新を促すことで、グリーン社会の実現に貢献するものである。 

公正取引委員会は、事業者の脱炭素に向けた取り組みが独占禁止法に抵触し

ないよう、透明性と予見可能性を確保するために、グリーンガイドラインを策

定している。 

グリーンガイドラインでは、事業者が環境問題に対応する際の独占禁止法上

の考え方を明確にし、競争制限的な行為を防止しつつ、事業者の取組みを促進

することを目的としており、基本的な考え方は、次の通り整理できる。 

 

■グリーンガイドラインの基本的な考え方 
 

・競争促進効果：グリーン社会の実現に向けた事業者の取組みは、基本的に

独占禁止法上問題とならない場合が多い傾向にある。これらの取組みは、

新たな技術や優れた商品を生み出し、温室効果ガス削減等の利益を一般消

費者にもたらすため、競争を促進する効果があるとされる。 
 

・競争制限効果：事業者の取組みが、価格や数量、顧客、販路、技術、設備

等を制限し、公正かつ自由な競争を制限する場合、新たな技術のイノベー

ションが失われたり、商品の価格上昇や品質低下が生じたりすることで、

一般消費者の利益が損なわれる。このような場合、独占禁止法上問題とな

る。 
 

・総合的な判断：具体的な事業者の取組みに競争制限効果と競争促進効果の

両方が見込まれる場合、取組みの目的の合理性や手段の相当性を考慮し、

総合的に判断して独占禁止法上問題となるかどうかを決定する。 

※参考文献：「独占禁止法 グリーンガイドライン」（2024 年発行：株式会社商事法務）P4～6 

 

留意すべきポイントは、「新たな技術等のイノベーションを失わせる競争制

限的な行為を未然に防止することにより、事業者のグリーン社会の実現に向け

た取組みを後押しすること」が、ガイドラインの本懐であるという点である。 

事業者および事業者団体が、脱炭素に向けた取組みを進める際、独占禁止法

の適用に関する考え方が明確でない場合、これらの取組みが独占禁止法に抵触

するのではないかという懸念が生じさせてしまう可能性がある。 

グリーン社会の実現に向けた事業者の取組みが活発化する中で、競争政策の

観点からもこれらの取組みを促進することが求められる。公正取引委員会は、

競争制限的な行為を防止し、法適用の透明性と予見可能性を向上させることで、

事業者の取組みを支援するため、このグリーンガイドラインは策定されたもの

としている。 

また、取引委員会は、グリーン社会の実現に向けて多種多様な取組みが想定

される中で、独占禁止法上の問題となると考えられる「行為類型」を可能な限

り網羅し、今後起こる可能性のある仮想事例を提示することにより、事業者等

の予見可能性の向上に努めることとしている。 

※参考文献：「独占禁止法 グリーンガイドライン」（2024 年発行：株式会社商事法務）P1～6 
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■グリーンガイドラインで定める行為類型 

第１ 共同の取組 

第２ 取引先事業者の事業活動に対する制限及び取引先の選択 

第３ 優越的地位の濫用行為 

第４ 企業結合 

※参考文献：「独占禁止法 グリーンガイドライン」（2024 年発行：株式会社商事法務）P6～9 

 

▶参考：海外における同種ガイドラインの策定状況 

海外各国の当局においても、企業の「共同の取組」に関して、日本のグリーン

ガイドラインと同様のガイドラインを策定している。 
 

■海外でのガイドライン策定例 

 欧州委員会において、2023 年 6 月 1 日に改定水平的協力協定ガイドライン

を公表し、サステナビリティ協定書を新設した。 

 オランダの消費者・市場庁（ＡＣＭ）では、同年 10 月 4 日にサステナビリ

ティ協定に係る政策ルールを公表した。 

 英国競争・市場庁（ＣＭＡ）では、同月 12 日にグリーン協定ガイダンスを公

表した。 
 

これらは、ＥＵ機能条約 101 条 3 項、またはそれに由来する自国の競争法の

個別適用免除の４つの要件、すなわち、①経済または技術的発展に寄与すること、

②消費者に利益を公正に分配すること、③制限が不可欠であること、④競争の排

除がないこと、にかかる考え方を示すものである。 

これら４つの要件のうち、サステナビリティ関連で最も議論の対象となって

きたのは、「②消費者に利益を公正に分配すること」である。 

欧州委員会の改定水平的協力協定ガイドラインのサステナビリティ協定では、

関連市場における消費者と関連市場外において利益を受けるものが重複する場

合、関連市場外における利益を「集合的利益」として考慮することができるとす

る。 

一方、英国ＣＭＡのグリーン協定ガイダンスでは、気候変動に対処するため

の協定については、「消費者」を「英国の全国民」と解釈するとしている。 

また、オランダＡＣＭのサステナビリティ協定に係る政策ルールでは、環境

被害に対処するための協定については、予備審査において、環境上の利益が競争

上の不利益を上回る蓋然性が示されれば、審査を継続しないとしている。 

このように、各国・地域における対応は、細部の違いはあるものの、「共同の

取組」について、一定の要件を満たすものは競争法上問題とならないという整理

をするものである。 

我が国におけるグリーンガイドラインによる整理も、一定の要件を満たす「共

同の取組」については独占禁止法上問題とはならないとするものであり、これら

の各国・地域における対応と実質的な差はないといえる。 

なお、これら以外にも、ニュージーランド商務委員会が 2023 年 11 月にガイ

ドラインを公表しているほか、シンガポール競争・消費者委員会は 2024 年 3 月
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に環境サステナビリティ・コラボレーション・ガイドラインを公表しており、競

争法とサステナビリティに関するガイドラインが世界各国で策定されつつある。 

※参考文献：「独占禁止法 グリーンガイドライン」（2024 年発行：株式会社商事法務）P9～10 

2.3.3 「グリーンウォッシュ」への対応 

公正取引委員会は、「グリーンウォッシュ」とも呼ばれる、名目上はグリー

ン社会の実現に向けた事業者等の取組みであったとしても、独占禁止法上問題

となる行為（消費者に対して実態を伴っていないにも関わらず環境に配慮した

製品・サービスであると見せかける表示を行うこと等）に対しては厳しく対処

していくとしている。 

昨今、消費者庁が根拠のない生分解性を謳う製品に対して行政処分を行う等、

日本国内でも規制強化の動きがみられる。 

なお、海外では、2016 年以降、米国・オーストラリア・フランス・オランダ

において、 少なくとも 20 件のグリーンウォッシュに関する訴訟が提起され

ている。さらに、2022 年以降は、企業側に対応が求められた事例や罰金が科さ

れた事例が発生している。ＥＵでは 2021 年に、競争法違反が認定された自動

車会社に制裁金が賦課されている。 

一方、競争制限が一時的に発生する場合であっても、その効果が限定的であ

ると認められるのであれば、一定の取引分野における競争の実質的制限を生じ

ず、独占禁止法上問題にならないと判断された事例が、1999 年、ＥＵにおいて

生じている。 
参考文献：株式会社日本総合研究所作成資料「設計・製造、販売に関する課題の対応について」（令和

6年 3 月 18 日付 経済産業省 生活製品課）／「独占禁止法 グリーンガイドライン」（2024 年発行：株式

会社商事法務）P13 

 

■グリーンガイドラインに関する参考事例（海外） 
 

【ケース１】ファッションアパレル企業の虚偽のデータによる主張 

ニューヨーク州南部地区で起こされた集団訴訟において、同社は、虚偽で

誤解を招く環境スコアカードや広告を使用し、持続可能性の主張の信憑性に

ついて消費者を欺いたと非難された。 

同社の製品が「地球に良い」と主張するために使用したスコアカードは

Higg Index に基づく数字とされていたが、その数字は当該データと一致し

ておらず、半数以上のスコアカードに誤りが生じていた。 

あるスコアカードでは、ドレスの製造について、Higg Index のデータに

基づけば「（平均より）20％多い水が利用されている」と記載すべきところ、

同社は「（平均より）20％少ない水が利用されている」と逆の意味の記載を

し、誤った情報で環境に良いというイメージを謳っていたとされている。 

さらに、600 点以上の衣料品のスコアカードを実際の Higg Index のデー

タと比較したところ、多くの製品の記載に誤りがあり、またほとんどが改善

されていないことが判明した。同社は調査結果が通知された後、サステナビ

リティ・プロファイルを削除している。 
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【ケース２】総合小売企業２社による材料の誤表示 

米連邦取引委員会（ＦＴＣ）は、総合小売企業２社が「竹」として宣伝し

ていた製品が実際にはレーヨンであったことから、消費者を誤解させたとし

て、２社にそれぞれ 250 万ドル、300 万ドルの罰金が課された。 

両社は製品を「サステナブル」「再生可能」「環境にやさしい」と宣伝し、

消費者を誘導していたが、ＦＴＣはこれを「誤解を招く表現」と判断し、Ｆ

ＴＣ法および繊維法に違反していると指摘した。ＦＴＣはその後、2022 年 12

月にグリーンウォッシュに関するガイドライン「Green Guides」の見直しを

開始した。 
 

【ケース３】ＥＵにおけるアドブルー事件 

欧州委員会は、2021 年 7 月 8 日にダイムラー、ＢＭＷ、フォルクスワーゲ

ン、アウディ、ポルシェの５社が窒素酸化物（ＮＯｘ）の浄化装置の技術開

発を制限するカルテルを行っていたとして、ダイムラーを除く４社に対し総

額８億 7518 万 9000 ユーロ（約 1,400 億円）の制裁金を課した。 

５社は、５年以上にわたり、ＮＯｘを、尿素（アドブルー）を用いて除去

する技術の開発について話し合い、技術開発に関する競争を制限していた。

具体的には、アドブルーのタンクサイズや補充間隔について合意し、センシ

ティブ情報を交換していた。 

欧州委員会は、グリーン社会の実現のための取組みであっても、競争制限

行為には厳正に対処する姿勢を示している。 
 

【ケース４】ＥＵにおけるＣＥＣＥＤ 事件 

欧州の家電メーカー団体ＣＥＣＥＤが、電力消費効率の悪い洗濯機の製

造・輸入を禁止した行為について、欧州委員会が 1999 年１月にＥＣ条約 81

条 3 項（現在のＥＵ機能条約 101 条 3 項）に基づき、違反しないと判断した

事件である。ＣＥＣＥＤは、消費者が価格の安さにつられて電力消費効率の

悪い洗濯機を購入することを防ぐため、この禁止措置を講じた。 

欧州委員会は、ＣＥＣＥＤの行為が経済・技術的発展に寄与し、消費者に

利益を公正に分配し、目的達成のために制限が不可であり、競争の排除がな

いことの４つの要件を満たすと判断し、個別適用免除を付与した。この事件

は、一時的な競争制限がＥＵ競争法に違反しないと判断された先例である。 
 

※【ケース１】、【ケース２】：株式会社日本総合研究所作成資料「設計・製造、販売に関す

る課題の対応について」（令和 6 年 3 月 18 日付 経済産業省 生活製品課）より引用 

※【ケース３】、【ケース４】：「独占禁止法 グリーンガイドライン」（2024 年発行：株式会

社商事法務）P27、P30 より引用 

2.3.4 グリーンガイドラインに関する公正取引委員会の取組み 

公正取引委員会では、事業者等から具体的な取組みについての相談対応を行

っている。事業者等の参考になると考えられる相談事例等については、積極的

に公表を行っていくとしており、相談事例集として、2024 年改定時点で 84 の

事例が公表されている。 

※参考文献：「独占禁止法 グリーンガイドライン」（2024 年発行：株式会社商事法務） 
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■グリーンガイドラインに関する公正取引委員会のウェブサイト 

公正取引委員会ホームページ内のグリーンガイドライン関連ページ 

「グリーン社会の実現に向けた公正取引委員会の取組」 

https://www.jftc.go.jp/dk/greentorikumi/.html 

 

「グリーン関連相談事例」 

https://www.jftc.go.jp/dk/soudanjirei/index/index_green.html 

 

※参考文献：「独占禁止法 グリーンガイドライン」（2024 年発行：株式会社 商事法務） 

 

また、改正グリーンガイドラインについての概要資料の中で、「共同の取組」

について、独占禁止法上問題となるか否かの検討フローチャートが下図にて明

示されている。 

 

■「共同の取組」における独占禁止法上問題となるか否かを検討するため

のフローチャート 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

出所：公正取引委員会「(令和 6 年 4 月 24 日)「グリーン社会の実現に向けた事業者等の活動に関する独占禁止法

上の考え方」 の改定について」ホームページ内「（別紙 2）概要版（47 枚紙）」より引用 
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３．調査結果の概要 

3.1 プラスチック代替素材および再生プラスチックに関連する先進

的取組事例 
 

本調査においてヒアリング調査を実施した事業者や団体等による、プラスチ

ック代替素材関連市場にインパクトを与え得るさまざまな先進的取組事例を

ピックアップの上、その特徴を分類しながら以下のとおり整理した。 

 

  3.1.1 消費者生活の中に浸透するバイオマスプラスチック製品 
 

【「お米」から生み出されたプラスチック】 

株式会社ライスレジン（福島県双葉郡浪江町）

が製造・販売する「ライスレジン®」は、米（非食

用）由来の国産バイオマスプラスチック樹脂製

品。食用として消費されなかった、食用として提

供できなくなった米等を原料としている。食文化

として根付いており、古来より大切にされてきた

「お米」を原材料として使用していることから、

消費者に馴染み深く、受け入れやすいという特徴

がある。様々な分野の製造業等の企業に提供さ

れ、 歯ブラシ・ヘアブラシ等のホテルアメニテ

ィ製品、自治体の指定ゴミ袋やレジ袋、食器や文

具等に活用されている。 

本調査では、ライスレジン®を原料とした製品として、川崎化工株式会社（香

川県観音寺市）が開発した「うどんヘルメット」や、山陽物産株式会社（愛媛県

伊予市）で製造しているお米を原料とした歯ブラシ等を調査している。 

 

【バイオマスプラスチックを自動車に採用】 

スズキ株式会社（静岡県浜松市）では、同社の自動

車製品のパーツであるフロントバンパーグリルや運

転席や助手席の床に敷くフロアマット等に、バイオマ

スプラスチックやリサイクルポリエステルが採用さ

れている。成型後の樹脂の質感をそのまま活かすこと

ができ、塗装が不要となることから、作業工数等の経

費の削減だけでなく、ＣＯ２削減やＶＯＣ（揮発性有

機化合物）削減につなげることが可能となっている。 

 

出所：スズキ株式会社ホームページ 

出所：株式会社ライスレジン ホームページ 

左：うどんヘルメット 
ヘルメットでうどんを食べる 

という発想のインパクトが話題 
右：お米ハブラシ 

ヘアブラシ 
ライスレジンをそれぞれ 

35％・20％配合 出所：山陽物産株式会社ホームページ 出所：川崎化工株式会社ホームページ 
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3.1.2 海岸のごみ問題、森林保全をはじめとする環境問題等の社会

課題の解決や、産業の活性化に寄与するバイオマスプラスチッ

ク樹脂製品 
 

【獣害駆除された鹿の毛をジーンズに】 

ＤＥＥＲ ＨＡＩＲデニムは、有限会社オイカワデ

ニム（宮城県気仙沼市）が開発した、獣害駆除から得

た鹿の毛を活用した多機能なファイバー素材から製

造されたジーンズである。 

近年社会問題ともなっている、住宅地や農作物への

獣害問題によって、年間 70 万頭が駆除されている鹿

の毛と皮を新たな技術によって、命を無駄にしないサ

ステナブルな製品になっている。 

 

【りんご搾り粕を活用したバイオマスプラスチック製品】 

ＪＡアオレン（青森県弘前市）では、りんご収穫用コンテナとして、石油由来

プラスチックの代替素材としてのりんごの搾り粕の活用に取り組んでいる。 

原料はりんごの搾り粕に加え、りんごの枝、貝殻等の天然無機物をＰＰ（ポリ

プロピレン）に配合したものである。 

りんごの搾り粕を有効活用するための取組みは、りんご生産者が生産した農

産物を無駄なく有効活用することで更なる生産意欲の向上に繋がればという思

いから始まった。これまで、りんごの搾り粕の約半分は堆肥化処理されてきた

が、より幅広い用途への活用に取り組もうとする中で「りんご収穫用コンテナ」

へのりんごの絞り粕の活用を目指すに至っている。 

 

   【ホタテの貝殻を活用したバイオマス製品】 

ホタテの貝殻を活用したバイオマス製品

は、コンクリートや石油由来プラスチック等

を配合した複合用樹脂としてさまざまに展開

されている。 

製品化事例としては、甲子化学工業株式会

社（大阪府大阪市）が手掛けるヘルメット

（HOTAMET）やベンチ（HOTABENCH）のほか、

株式会社トンボ鉛筆が消しゴム等にホタテの

貝殻を活用している事例がある。 

また、青森エコサイクル産業協同組合（青森

県青森市）の製品である「シェルホープ」は、

プラスチックフィラー（充填剤）として注目

されている。 

日本国内で年間約 20 万トン以上のホタテ

の貝殻が水産系廃棄物として処分されてお

り、これを有効活用することは、資源循環の

促進に寄与し、ＣＯ２排出量の削減にも寄与

する。食品加工業者がホタテ貝殻の処分責任

を負っているため、現在も多くの貝殻が廃棄

されていることから、継続的な資源活用を進

める必要がある。 

 

出所： 有限会社オイカワデニム ホームページ 

出所： 甲子化学工業株式会社 ホームページ 

出所：株式会社トンボ鉛筆 ホームページ 
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【地域の厄介者である竹を資源に活用】 

マイングループ（福岡県遠賀郡遠賀町）が製

造・販売する「ＴＡＫＥＮＯＷＡ™」は、ＰＰ（ポ

リプロピレン）をベースとし、バイオマス原料

である国産竹を 35％配合した樹脂である。 

自社グループで、竹を用いた歯ブラシ等の業

務用ホテルアメニティ製品として製造してい

る。同製品は、リサイクルが可能であり、リペ

レットして繰り返し射出成形しても強度の低

下が低く抑えられ、機械特性を維持できる。 

西日本は「竹」が繫茂する地域であり、繁茂過多となり家屋や地域への被害

が拡大している。竹を資源として有効活用することで、地域課題の解決の一助

となる側面も持っている。 

 

3.1.3 海洋プラスチック等のマイクロプラスチック問題等の環境

汚染対策に寄与する生分解性プラスチック素材 
 

   【漆器メーカーが 100％生分解性プラスチックに挑戦】 

株式会社三義漆器店（福島県会津若

松市）が製造・販売する IZ EARTH は、

植物由来の生分解性プラスチックであ

るＰＬＡ（ポリ乳酸）を 100％採用した

無色透明のコップ製品。すぐに凹まず、

使い捨てずに何度も使用可能でありな

がら、発酵が活発なコンポスト中では

2～３ヶ月で水とＣＯ２に分解でき

る。各所で実証実験が行われ、大型ショッピングモール等での採用も検討がな

されている。 

 

   【主材原料を限定しない生分解性プラスチック】 

modo-cell®は、株式会社アミカテラ （東京

都江東区）が熊本県内で製造・販売する、植物

由来のセルロースを主原料とする生分解性プ

ラスチック代替素材である。 

生分解性という特長だけでなく、主材原料を

限定しないバイオマス材としての特性を併せ

持つ。放置竹林の竹や稲作から発生する籾殻を

はじめ、木の皮、シュロの木、ヤシ殻、稲藁、

トウモロコシの芯、廃棄木材等の各種天然植物

廃棄物等、植物繊維を持つ植物であれば、どの

ようなものでも原料として活用が可能である。 

 

 

  

出所： 株式会社アミカテラ ホームページより 

出所： 株式会社マイン ホームページ 

出所： 株式会社三義漆器店 ホームページより 
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   【高透明かつ生分解なプラスチック樹脂を開発】 

株式会社ヘミセルロース（神奈川県川崎市）

が開発・製造・販売するＨＥＭＩＸ™は、100％

植物由来のヘミセルロースを原料とする土中・

海中での生分解性の特性を持つプラスチック

樹脂製品である。 

ヘミセルロースとは、植物の細胞壁に約 20

～30％含まれる多糖類の総称で、セルロースや

リグニンと並んで植物の細胞壁を構成する成

分である。 

抽出・化学合成・混錬等プロセスを開発。高

い流動性、引張強度を持ち、石油由来の樹脂と

同等の強度物性を備えている。また、バイオマ

ス樹脂では難しいとされている高透明性を実

現している。石油由来樹脂と混合すればリサイ

クルも可能となっている。 

 

   【国産かつ量産可能な生分解性プラスチックの開発】 

カネカ生分解性バイオポリマー Green Planet®は、株式会社カネカ（東京都

港区）が製造する、植物由来のバイオマス製品であり、かつ、土や海で生分解

する同社独自開発のポリマーである。 

同素材は、微生物が植物油を体内に取り込

み、ポリマー（PHBH）を生成する。 

このポリマーは、微生物の細胞内に高濃度で

蓄積され、自然界で分解される特性を持つ素材

である。汎用プラスチックに近い特性を持ち、

使用後は土中や海水中において微生物によっ

て分解される。 

 

3.1.4 さまざまなアプローチで付加価値と広がりを見せる再生プ

ラスチック製品や技術 
 

   【様々なプラスチックを資源として再生】 

株式会社青南商事（青森県弘前市）は、容器

包装プラスチック、ペットボトルの再資源化、自

動車部品のリサイクル等、さまざまなリサイク

ル事業を展開している。 

容器包装プラスチックのリサイクルでは、光

学選別機を使って素材ごとに選別し、洗浄して

ペレット化し、ペットボトルのリサイクル樹脂

は主にシートメーカーに利用されている。 

自動車部品のリサイクルでは、使用済み内装

のポリプロピレンを回収し、自動車に戻す事業

である。また、エアバッグのリサイクルにも取

り組んでいる。 

 

  

出所： 株式会社ヘミセルロース ホームページ 

出所： 株式会社青南商事 ホームページより 

出所： 株式会社カネカ ホームページ 
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   【工場等から排出されたプラスチックを再ペレット化】 

株式会社相田商会（山形県米沢市）は、プラスチックの再生加工技術および

成形・原料を提供する事業を展開している。 

工場排出品プラスチックを買入れ等により回収を行い、粉砕しペレット化、

顧客企業からの要望に応じて、着色やバージン材等との混合を行った上で販売

している。ペレットとしての販売だけでなく、企業のオーダーに応じて射出成

形した製品の販売も行っている。 

 
【リサイクル材やバイオマス材を配合した製品】 

パナソニック株式会社（東京都港区）は、リサ

イクル材やバイオマス材を配合した複合樹脂を、

掃除機等の家電製品に搭載している。 

掃除機本体のボディに、リサイクルされたセル

ロース含有プラスチックと再生プラスチックを

配合したリサイクル材比率 95％（バイオマス材

10％含む）の樹脂を使用している。 

同社では、リサイクル家電の回収、分解、粉砕、

選別、素材生成、製品化までの一連のリサイク

ルシステムを確立している。 

 

   【「プチプチ®」もリサイクル】 

川上産業株式会社（東京都千代田区）は、さま

ざまな梱包材のループリサイクル®に取り組んで

いる。 

プラスチックダンボールや、気泡緩衝材である

プチプチ®等の製品において、再生リサイクル材

を 100％使用している。そのほか、バイオマスプ

ラスチック対応製品、生分解性プラスチック対応

製品にも取り組んでおり、脱炭素に向けた取り

組みの一環として開発されている。 

 

3.1.5 プラスチック代替素材導入に取組む企業が直面する課題へ

の解決を通じ、市場の拡大に寄与する製品や技術 
   

【バイオマスプラスチック樹脂の成形を可能とする「金型」】 

株式会社アルコム（宮城県黒川郡大和町）は、バイオマスプラスチック樹脂

を射出成形可能な金型の製作に取り組む企業である。 

バイオマスプラスチック樹脂の特性上、成形時にガスやヤニが発生しやすく、

金型内部のガス排出用の微細な気孔（隙間）が詰まってしまうという課題がある。 

この気孔が詰まることで金型内部のガスが排出できず、プラスチック成形品

表面にガスが付着・転写され、ガス焼け・ショート等の不良品が発生してしまう。

また、金型内部にガスが溜まると内部温度が上昇し、金型内部が摩擦熱により焦

げ付いて黒く変色するという問題も生じている。 

同社では、これらの課題を解決するため、金型内部のガスを効率的に排出する

新たな金型製作技術を開発し、関連技術に係る特許を取得している。この技術に

より、バイオマスプラスチック樹脂の成形時におけるガスやヤニによる気孔詰

まりを防止し、不良率の大幅な削減と連続生産を可能としている。 

さらに、従来の一般的なエンプラ成形品では約３日に１回の金型クリーニン

出所： パナソニック株式会社 ホームページより 

出所： 川上産業株式会社 ホームページより 



 

26 

公表用 

グが必要だったが、本技術を採用した金型では 30 日に 1 回のメンテナンスで済

むようになり、導入企業の生産効率向上とコスト削減に大きく貢献している。 

これら技術を用いて、生分解性バイオマスプラスチック樹脂製品を供給する

株式会社ヘミセルロースとともに、成形技術の側から導入企業への支援への取

組みを開始している。 

 

【様々な廃棄物に対応するセルロースの抽出技術】 

トレ食株式会社（福島県南相馬市）は、農業系廃棄物やもみ殻等からセルロー

スを抽出する技術を有しており、産業廃棄物からセルロースを抽出することで

価値化している。 

同社の製品は、植物由来の廃材等を高速分解して生成したセルロースを原料

とする樹脂製品であり、従来品より安価で製造できるため、コストが要因で普及

が進まなかった業界で導入促進に寄与することが期待される。 

さまざまな原料を混ぜ合わせることで、従来品より高強度かつ増粘性も高い

ため、企業のニーズに応じて幅広い用途に活用可能である。食品廃棄物や植物か

ら循環可能な素材やエネルギーを生み出し、循環型社会の実現に寄与するもの

である。 

 

 
 

3.1.6 プラスチック代替素材の市場にインパクトを与える可能性

を秘めた新たな技術やアプローチ 
 

【人工タンパク質から生まれる新たなプラスチック代替素材】 

Spiber（スパイバー）株式会社（山形県鶴岡市）

が開発・製造・販売する Brewed Protein™（ブリ

ュード・プロテイン）ファイバーは、微生物発酵

による人工タンパク質を主に繊維用途として加

工した素材である。 

バイオ由来かつ生分解性の両方を兼ね備えた

素材であり、既存の石油由来・動物由来の素材と

比べて環境負荷への低減が見込まれる。 

衣類として販売されているほか、自動車のイン

テリア素材、人工肉、医療分野等さまざまな製品

への応用が期待されている。 

 

【木材なのに 360°曲げられる新技術】 

株式会社朝日相扶製作所（山形県朝日町）は、プラスチックのように自在に

曲げられる全方向湾曲木材の加工技術の開発に取り組んでいる。 

木材を刃物で薄くスライスした木材に接着材を塗布し、複数枚を貼り合わせ

た単板（たんばん）木材により、これまで困難とされていた、プラスチック樹

脂製品のように湾曲した形状を表現できる技術を開発し、実用化に向けて取り

組んでいる。 

出所： トレ食株式会社 ホームページより 

出所： Spiber 株式会社 ホームページより 
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【添加することで微生物分解性へ導く製品】 

P-Life Japan inc.（東京都世田谷区）が製造・

販売する P-Life 添加剤は、ポリエチレン（ＰＥ）

やポリプロピレン（ＰＰ）等の難分解性プラスチ

ック素材を微生物分解性へ導く性質を持つ。 

P-Life 添加剤をＰＥ・ＰＰ等のプラスチック

樹脂に配合するだけで製品に生分解性を持たせ

ることが可能であり、成形にあたっては既設設

備をそのまま活用可能である他、あらゆる成形

手法にも対応可能である。 

添加量を変えることによって、プラスチック

の寿命（プラスチックの生分解が始まるタイミ

ング）を調整することが可能である。同製品は

植物油から製造されており、安全性が高い。 

 

【石灰石を用いた国内でも循環可能な代替素材】 

ＬＩＭＥＸ（ライメックス）は、株式会社ＴＢ

Ｍ（東京都千代田区）が製造する、炭酸カルシウ

ム（石灰石）等を主原料とする樹脂素材である。 

印刷物や袋、食品容器、文具、玩具、生活雑貨、

包装、ラベル等各種プラスチック、紙製品の代替

品として、広い用途で採用されている。 

石油由来プラスチックの使用削減や製品のラ

イフサイクル全体でのＣＯ２排出削減に寄与す

るものであり、紙の代替として使用する場合、水

や森林資源の保全にも貢献する。 

例えば、ポリエチレン製レジ袋の製品に、同製

品を使用することで環境負荷を低減することが

可能になる。 

3.2 日本国内のプラスチック関連市場の現状と今後の展望 

3.2.1 プラスチック代替素材および再生プラスチックの取組みに

至る背景 
 

調査対象企業がプラスチック代替素材関連の取組みに至った時期や経緯、そ

の背景、理念やモチベーションについて、いくつかの共通項の存在が確認され

たため、以下のとおり整理した。 

 

   【外部環境適応】 

・海洋プラスチックごみ問題、マイクロプラスチック問題に対する社会課題

的な認識の高まりを受けて、課題解決の重要性を感じ、呼応したため 

・石油等の化石燃料の将来的な枯渇に対する憂慮・危機感から、それに代わ

る原料調達の必要性に対する認識が高まったため 

・ＳＤＧｓに掲げられる環境保護、社会・経済の持続可能性の実現に関する

ゴールの達成や、カーボンニュートラル社会の実現に対する社会的要請が

出所： 株式会社ＴＢＭ ホームページより 

出所： P-Life Japan inc. ホームページ 
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あったため 

【自主的活動】 

・取扱製品の環境対応を通じて、社会課題の解決や人口問題、災害復興等地

域経済の発展へ寄与しようとする企業の理念や使命感等のモチベーション

に突き動かされたため 

・企業の事業活動における原料調達費の削減や作業の効率化による事業経費

削減を目的とした取組みが、意図せずプラスチック代替素材の導入や環境

保護の取組みにつながったため 

   【取引先要請】 

・ＥＵ等の製品に関する規制や、取引先企業、自治体の要請や発注要件に対

応する必要があったため 

   【イノベーション創出】 

・社会情勢や消費者・企業の意識の変化等を鑑みて市場可能性を見出し、市

場の優位性の獲得やゲームチェンジを狙うため 

3.2.2 プラスチック関連市場の課題及び今後の展望 

調査対象企業が認識するプラスチック関連市場の課題や今後の展望等の取

りまとめを行った上で、市場全体および対象テーマ毎に以下のとおり整理した。 

①プラスチック関連市場全体 

   【資源循環のための市場・ルール整備】 

 代替素材の樹脂をペレット化して射出成形メーカー等の企業に供給するだけ

では、従来のバージン材の方が安価であり、現在の業務プロセスで完結する

ことから、市場が成立しない。このため、バイオプラスチックや再生プラス

チックの配合比率の要件の設定等、法制度の整備やルール化が必要となる。 

 カーボンクレジットのように、代替プラスチック素材の活用がインセンティ

ブ化される仕組みを検討し、製造側も購入側もメリットがあり、脱炭素化に

も寄与する取組みを事例化し、企業・消費者に啓蒙することも重要である。 

【メーカー側への支援】 

 最終製品を製造するメーカー側が前向きに対応し、素材ならではの強みを活

かした製品づくりに取り組み、その効果を得られれば、商流全体で代替プラ

スチック・再生プラスチックを活かした事業展開の可能性が見込まれる。こ

のため、バイオプラスチックや再生プラスチックを活用した取組みに向けた

支援策（設備補助等）の実施を通じて、新たな取組みを促す仕組みづくりが

必要である。 

【消費者側への啓蒙活動】 

 実際に代替素材の製品が受け入れられるためには、消費者側への啓蒙・理解

が必要であり、バージン材等との価格差に対する理解が重要である。 

 また、流通・小売側と連携し、バイオプラスチック・再生プラスチック等の製

品を購入することでインセンティブが得られる仕組みを構築することも重要

である。 
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②バイオマスプラスチック 

   【未利用資源や廃棄物の活用に伴うインパクトの可視化】 

 米やコーンスターチ等、未利用かつ非食用資源を活用し、ＣＯ２排出量の削

減や石油由来樹脂の使用の低減につながる取組み以外にも、籾殻・サトウキ

ビバガス・ホタテ貝殻・竹等、これまで廃棄物として処理が必要なものを価

値化することで社会的な効果が見込まれる取組みも多く存在する。 

 他方、社会的な効果が見込まれる取組みに対し、その収支や実施効果までが

可視化されず、新たに取り組む企業の増加に至っていないといった声もある。 

 このため、従来発生していた廃棄コストを踏まえ、バイオマスプラスチック

としての資源化を想定した際の設備コストを含めた事業収支の可視化や、取

組みによるＣＯ２削減量の可視化等が必要となる。 

【機能性の可視化】 

 従来の化石燃料を利用したバージン材との価格差が課題として大きいが、使

用するバイオマスプラスチック等の特性によっては、従来の素材と比較した

機能性の違いが存在することから、それらの違いや活用可能性を可視化し、

メーカー側への理解を促進することが重要となる。 

   【循環モデルの構築】 

 生分解性ではないバイオマスプラスチックについては、海洋プラスチックご

み問題を含めたマイクロプラスチックに関する諸問題への根本的な解決には

至らないが、プラスチック使用量を減らしていくことや、製造したバイオマ

スプラスチックの再生利用（リペレット化等）によって、循環モデルを構築

することが望ましい。 

 仕組み化に向けては、個別企業の取組みに着目し、最終的には地域単位や隣

接地域等で連携した循環の仕組みに拡げていく支援を構築する必要がある。 

   【市場・消費者向けの対応】 

 市場や消費者に対しては、コスト増を転嫁するために価格差が生じるため、

自然に優しい歯ブラシ等、企業イメージを向上させる効果のほか、「プラ新法」

のようなルール化が求められるのではないかと考えられる。 

 

③生分解性プラスチック 

   【価格差の存在と開発競争の活発化】 

 生分解性プラスチック対応製品の原料として主として使用される素材は価格

が非常に高く、生分解性プラスチックの導入におけるコスト面での障壁が存

在する。 

 他方、大手素材メーカーを中心に徐々に参入が拡大しており、生分解性を持

つプラスチック素材の国内生産も始まっている。 

 今回の調査対象先のうち、石油由来樹脂に生分解性を付与する革新的な添加

材に関する取組みもあり、生分解性プラスチックの製造に係るアプローチに

ついては、今後も増加することが考えられる。 
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   【生分解処理に向けた社会的な仕組み化】 

 生分解性プラスチックではあるものの、コンポスト等土壌へ戻されず、最終

的に焼却処理される等の現状が見られることから、製品のトレーサビリティ

については一定の仕組み化が必要である。 

 生分解性プラスチックについては、リペレット等による再生利用の後、利活

用が難しいものを分解する等、生分解するだけでない、循環利用も踏まえた

仕組み化が求められる。 

 生分解性プラスチックは「土壌分解」、「海洋分解」と２種類に大別されるが、

それらの区別や市場への啓蒙方法についても議論が必要である。 

 処理方法や環境条件等によって生分解にかかる時間が変化することから、用

途によっては効果が発揮できない場面が生じる可能性もあるため、実際の生

分解速度のコントロールや、堆肥化等の分解後の利用の方向性や環境整備に

ついての設計、土壌への影響等についても調査や議論が必要である。 

 

④その他プラスチック代替素材 

   【プラスチック樹脂に拠らない技術開発】 

 本調査では、植物由来のバイオマスプラスチックではない、紙や石灰石等の

原料を配合したプラスチック樹脂生成の技術開発や事業化の取組みが確認さ

れた。 

 技術革新により、これまでプラスチックが担ってきた役割を他の素材が代替

することで、プラスチック使用量の削減を可能にする素材や、加工技術の開

発に向けた取組みも見られている。 

   【プラスチック代替市場の再活性化】 

 取組事例の中には、プラスチック樹脂の利用により、従来産業が縮小してし

まったものについて、新たな技術革新により再活性化するための取組みも確

認された。 

 このため、プラスチック樹脂の市場浸透により、これまで縮小・代替されて

いた産業においても、現在の脱プラスチックの流れを受けて再びプラスチッ

ク樹脂に代替する可能性が存在する。そのためには、新たな素材・技術の開

発が必要不可欠である。 

   【ＣＮＦの取組み】 

 木材繊維（パルプ）等を微細化したバイオマス素材であるＣＮＦ（セルロー

スナノファイバー）は、従来から国の支援を受けて大手企業を中心に取組み

が進められてきた。 

 ＣＮＦは、プラスチック代替の可能性を秘めつつも、射出成形等への利用だ

けでなく、食品や化粧品等への添加等、より高付加価値な用途への取組みも

想定されている。 

 射出成形等への代替素材としての活用については、他素材と組み合わせた強

化素材を開発することにより、従来素材よりも軽量で強固といった機能を実

現しているため、今後自動車産業等への活用も期待されている。 
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⑤再生プラスチック 

   【マテリアルリサイクルの利活用と活性化】 

 メーカーから廃プラスチックを回収し、リペレット化・製品化の上でメーカ

ーへ還元するクローズドな仕組みを構築するケースや、廃プラスチックの分

析・合成ノウハウにより、契約メーカーから廃プラスチックを回収し、リペ

レット化・製品化の上、他の製造ニーズのあるメーカーに販売するケース等、

マテリアルリサイクルの実施内容や仕組みは様々である。 

 他方、回収する廃プラスチックは、市場動向による生産量の増減によって回

収量が増減するため、購買希望のあるメーカーに対し、安定的に再生素材を

提供することは容易ではなく、需給バランス調整といったノウハウを官民連

携で仕組み化した上で、地域毎に高機能なリサイクラーを育てながらも、リ

サイクラー同士が連携する仕組みの構築を検討することも重要である。 

   【新たな市場・商流への再生材活用】 

 廃漁具や工場等から排出された廃プラスチックを用いて板材を製造し、テー

ブルの天板や建材等への利活用を進める事例や、廃漁具等をケミカルリサイ

クルによって高品質のナイロンに転換し、アパレル等の市場で販売する事例

等、廃棄物からの再生品の高付加価値化に取り組む事例が見られた。 

 このような取組みについては、従来の再生材の成形メーカーへの販売ではな

く、建設・不動産業界やアパレル業界といった市場に対し、商流から再構築

する取組みとなり、個々の取組み自体の横展開によるスケールや、新たな高

付加価値化モデルを生み出すための支援を検討することも重要である。 

 このためには、「未利用資源×技術×市場」を組み合わせた高付加価値化のた

めの事業者マッチングが必要である。これらはバイオマスプラスチック・生

分解性プラスチック分野でも必要な取組みと言える。 

⑥まとめ 

区分 主な項目 

全体 
・資源循環のための市場・ルール整備 
・メーカー側への支援 
・消費者側への啓蒙活動 

バイオマス 
プラスチック 

・未利用資源や廃棄物の活用に伴うインパク
トの可視化 

・機能性の可視化 
・循環モデルの構築 

生分解性 
プラスチック 

・価格差の存在と開発競争の活発化 
・生分解に向けた仕組み化 

その他プラスチック 
代替素材 

・プラスチック樹脂に拠らない技術開発の活
発化 

・プラスチック代替市場の再活性化 
・ＣＮＦの取組み 

再生プラスチック 
・マテリアルリサイクルの利活用と活性化 
・新たな市場・商流への再生材活用 
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  3.2.3 業務プロセス等での整理 
 

調査のヒアリング内容を整理し、業務プロセス毎に課題等を整理した。 

①原料調達 

   【価格と供給の不安定性】 

 石油由来プラスチックと比較してコストが高く、価格転嫁が困難。 

 原料供給が海外依存の場合、為替変動や輸送コストの影響を受ける。 

 国内の農業廃棄物を活用する場合も生産量や保存量に影響を受けること

から、安定供給が課題となる。 

   【廃棄物の有効活用と物流コスト】 

 地域の廃棄物を有効活用する取組みが進む一方で、廃棄物の回収・運搬

コストが高い。（例：伐採・運搬費用等） 

②製造（成形・加工） 

   【既存設備の適応性】 

 バイオマスプラスチックは既存の射出成形機等の設備をそのまま使えな

いことが多い。 

 専用設備の導入にはコストがかかり、中小企業にとって参入障壁が高い。 

   【技術的課題】 

 原料のばらつき（例：バイオプラスチックは、製造時の熱履歴による物性

変化が激しいケースがある。）。 

 成形時に破損しやすい、環境変化に敏感で歩留まりが低い。 

③流通・販売 

   【市場規模の小ささ】 

 代替プラスチック製品の流通量が少なく、国内市場が成長しづらい。 

 法制化が進んでおらず、導入企業が増えにくい。 

   【消費者の認知度と価格問題】 

 消費者には「プラスチックは捨ててはいけない」という意識が強く、バイ

オマスプラスチックのメリットが浸透していない。 

 環境配慮製品でも、価格が高いと受け入れられにくい。 

④回収・リサイクル 

   【再生プラスチックの市場形成】 

 ペットボトルや食品トレー等のリサイクルスキームは確立されているが、

バイオマスプラスチックの回収・リサイクルスキームが未整備。 

 リサイクルプラスチックの色や品質の均一性が課題。特に混合素材が多

いと品質が低下する。 

   【回収物流コストの負担】 

 回収費用を企業側が負担するケースもあり、持続可能な仕組みになって

いない。 
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⑤ステークホルダー毎の整理 

ステークホルダー 主な課題 

原料供給者 

（一次産業・成形企業等） 

・農業廃棄物の有効活用の仕組みが未整備。 

・廃棄物回収・運搬のコスト負担が大きい。 

素材メーカー 

（化学・バイオ企業） 

・原料の安定供給が課題（海外依存、地域資

源の限界）。 

・製造時の技術的課題（物性変化・加工性）。 

成形・加工メーカー 

（中小企業が中心） 

・製造時の技術的課題（物性変化・加工性）。 

・設備投資負担が大きく、既存設備では対応

困難。 

・材料のばらつきによる品質管理の難しさ。 

流通・販売業者 
・バイオマスプラスチック製品の流通量が

少なく、価格競争力が低い。 

消費者・企業ユーザー 
・環境配慮型製品の理解が不十分。 

・価格が高く、普及しにくい。 

国・行政 

・海外と比較して、法制度・認証制度の整備

が不十分。 

・企業向けの補助金・税制優遇面でさらなる

サポートの余地。 

 

  3.2.4 企業規模による整理 
 

調査のヒアリング内容を整理し、大企業・中小企業による課題の違いにつ

いて整理した。 

①研究開発と技術開発のスタンス 

   【大企業】 

 独自の技術開発を進め、特許や専有技術を強みにする。 

 特定の高機能性材料にフォーカスし、特許取得や市場独占を目指す。 

 基礎研究と連携し、長期的な視点で市場創出を目指す。 

 研究機関と連携し、国の支援制度を活用しながら研究を推進。 

 基礎研究から実用化までの資金調達能力があり、長期的な視点で技術

開発を進められる。 

   【中小企業】 

 実用化志向の開発 

 市場の需要に応じたバイオマスプラスチック製品を開発。 

 大規模な研究開発は難しく、既存技術や素材を活かした製品を迅速に

市場投入する動きが強い。 

 産学連携や他社との共同開発を活用 

 研究機関や大学との共同研究を通じた実用化。 

 自社のみでの開発は資金や技術の制約があり、外部連携が鍵となる。 
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②製造プロセス・設備投資 

   【大企業】 

 大規模な生産設備を導入し、量産体制を確立 

 設備投資の規模が大きく、量産することで単価を下げ、大企業や海外

市場向けに供給。 

 専用設備の開発や自社設備の改造に対応 

 バイオマスプラスチック等の製造ラインを専用に整備する（中小企業

では既存の設備を活かす方向が強い）。 

   【中小企業】 

 既存設備を活用し、低コストでの導入を模索 

 既存の射出成形機等を用いた対応が中心。 

 大規模投資が難しいため、カスタマイズや小ロット生産に対応するこ

とで市場を開拓。 

 設備投資が参入障壁になりやすい傾向 

 成形技術を確立するために高価な専用機械や金型を購入する必要が

るため、導入コストが普及の壁になっている。 

③事業戦略・市場開拓 

   【大企業】 

 海外市場や規模の大きい B2B 取引がターゲット 

 海外企業と提携し、バイオプラスチック等のグローバル供給を推進。 

 欧米の環境規制に適応した素材を開発し、海外市場に投入。 

 法規制や基準に適合する高品質・高機能製品の投入 

 高い品質基準が求められる自動車部品、医療機器向け等に展開。 

   【中小企業】 

 ニッチ市場や地域資源を活用した市場創出 

 地域資源・廃棄物を活用した製品開発。 

 地域の中小企業が独自のブランドを築き、付加価値をつける。 

 消費者やエコ意識の高い企業をターゲット 

 バイオマスプラスチック等を活用したアメニティ等を環境意識の高

いホテルや外資系企業向けに展開。 

 消費者の「環境配慮」ニーズに対しストーリー性のある製品をＰＲ。 

④課題 

   【大企業】 

 コストと採算性の問題 

 石油由来プラスチックと比べてコストがかかり、普及が進まない。 

 法規制への対応とグローバル戦略 

 欧州や米国の規制に適合する製品を開発する必要がある。 
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   【中小企業】 

 市場参入のハードル 

 設備導入コスト、原料コストや安定供給の問題があるほか、市場規模

が小さいため流通に乗せにくい。 

 消費者の認知度と価格競争 

 環境に配慮した製品であっても、価格が高いと消費者に受け入れられ

にくい。 

⑤まとめ 

 大企業は、独自技術や特許による差別化、高機能製品の開発を進め、グロー

バル市場をターゲットとする傾向が強い。 

 一方、中小企業は、地域資源の活用や小回りの利く開発を行い、ニッチ市場

での競争力を高める戦略を取ることが多い。 

 どちらのアプローチも持続可能な社会に向けた重要な役割を果たしており、

特に今後は大企業と中小企業の協業やエコシステムの構築が鍵となる。 

項目 大企業 中小企業 

技術開発 独自技術・特許 産学連携・既存技術の活用 

設備投資 大規模生産設備 既存設備を活用 

市場戦略 グローバル展開・B2B 取引 地域資源活用・ニッチ市場 

主要課題 コスト・規制対応 価格競争・市場参入 

競争優位性 高機能・特許技術 ストーリー性・地域ブランド 

 

  3.2.5 サーキュラーエコノミーへの転換、ＥＵの取組みへの対応等

に伴う国内市場拡大の可能性 
 

日本は今後ますます、資源の供給途絶等の調達リスクや調達コストが増大す

ることが見込まれることに加え、廃棄物処理の困難性の増大への対応やＣＯ２

削減の要求に応えていかねばならず、「資源自立経済」への転換が遅れること

により多大な経済損失を被る恐れがあることが危惧される。 

そのため、生産から消費まで直線的な経済活動である従来の「リニアエコノ

ミー」から、生産・消費間の資源の循環的な経済活動である「サーキュラーエ

コノミー」への転換に向けた取組みが急務となっている。 

経済産業省では、2023 年 3 月に「成長志向型の資源自律経済戦略」を策定

し、サーキュラーエコノミーの推進のために今後 10 年間で官民合わせて２兆

円超の投資の実現を目指し、令和６年度から３年間で 300 億円の支援をスター

トさせている。「循環配慮型ものづくり」のための技術開発・設備投資等の支

援、つまりプラスチック等の長寿命化や再資源化の技術への投資が今後も継続

的に、全国的に実施される。 

また、同戦略に基づく取組みのひとつとして、資源の効率的・循環的な利用

を図りながら、付加価値の最大化を図るサーキュラーエコノミーの実現に向け、

野心的・先駆的に取り組む産官学が有機的に連携することを目的に、「サーキ

ュラーパートナーズ」、通称ＣＰｓ（シーピーズ）を設立している。国内大手企
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業や中小企業、大学、自治体等のさまざまな関係団体が参画し、テーマごとに

ワーキンググループを立ち上げ、すでに活発な議論や連携が行われている。 

 

■循環経済への移行について    ■サーキュラーパートナーズ（CPs）の概要 

 
出所１：環境省「循環型社会の形成をめぐる社会情勢」（2023 年 12 月 11 日中央環境審議会循環型社会部会（第 51 回）資料）

を元に作成 

出所２：経済産業省「サーキュラーエコノミー実現に向けて」（2024 年 10 月）を元に作成 

 

さらに、「プラスチック資源循環促進法」の改正に基づき、プラスチック等の

再生材の利用の義務化や、再生材利用に関するインセンティブ付与、再生材認

証制度の創設等、再生プラスチックの需要創出を後押しするルール整備等が検

討されている。 

他方、ＥＵでは「環境はビジネスになるか」という議論を越えて、すでに「環

境をビジネスにする」動きが展開されている。具体的には、"ＥＵの企業に有利

な"各種法規制を強化し、主導権を握ろうとする動きがみられること等が挙げ

られる。 

ＥＵは非上場企業を含め、2024 年からＥＳＧ情報開示を段階的に義務化する

とされている。日本企業のＥＵ現地法人も適用対象のため、日本法人の開示準

備が急務となると考えられる。 

また、製品に 25％の再生プラスチックの使用等を規定するＣＴＩ（循環移行

指標）等、循環経済に関する目標指標が積極的に活用されている。日本法人の

具体的なＣＴＩの取組み報告は現時点で見られないが、工業製品や商品をＥＵ

に供給する日本法人は、罰則や投資家のポートフォリオからの除外等、ＥＵ参

入やＥＵとの貿易での障壁となる可能性がある。 

ＥＵの動きに対応すべく、経済産業省・環境省では、上述のとおり、再生材

の利用に対してインセンティブを付与する制度導入等、様々な取組みの検討が

進められている。 

このことから、日本国内の製造業において、まずはＥＵ向け輸出製品の再生

プラスチックへの対応を契機として、プラスチック代替素材に係る市場が今後

拡大することが見込まれる。 
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  ▶参考：2025 年 3 月に「自動車向け再生プラスチック市場構築アクシ

ョンプラン案」を公表（環境省） 
2025 年 3 月 17 日に、環境省の運営する「自動車向け再生プラスチック市場

構築のための産官学コンソーシアム（第２回）」において、「自動車向け再生プ

ラスチック市場構築アクションプラン案（以下「アクションプラン案」という。）」

が公表された。 

これは、ＥＵのＥＬＶ指令改正等に連動した日本国内における動きのひとつ

として重要である。 

アクションプラン案では、自動車の動脈産業・静脈産業を含めた産官学連携

により、自動車部品等の再生プラスチック利用拡大を実現するための取組みを

推進し、2031 年までに自動車のプラスチック部品の 15％以上にあたる、25,000

ｔのリサイクル材を確保する目標を定めることとしている。併せて、2030 年ま

でに使用済みの自動車から年間 21,000ｔ以上の廃プラスチックを確保するた

め、解体した自動車から素材を回収した場合には報酬が得られる制度「資源回

収インセンティブ制度」を設けるとしている。 

その他、主に以下のような取組みが記載されている。 

・令和６年度から複数エリアで実施されている「資源回収インセンティブ制

度」の試行についてのヒアリング調査による課題分析・効果検証、および

制度の周知 

・自動車再資源化におけるＡＳＲ（使用済み自動車を破砕した後に残る残渣）

の高度選別にかかる技術開発、リサイクル段階等での環境負荷（ＣＯ２排

出量、資源利用量、廃棄物発生量）削減効果等を検証できる算定方法や循

環性指標の国際標準化と国内での活用方策の検討 

・再生プラスチックの品質を引き上げるための技術開発及び設備導入支援の

検討 等 

 

■自動車向け再生プラスチック市場構築アクションプラン全体概要 

 
出所：環境省「自動車向け再生プラスチック市場構築アクションプラン（案）【概要版】」（2025 年２月）を元に作成 
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3.3 東北地域におけるプラスチック代替素材および再生プラスチック

関連の市場可能性 
 

  3.3.1 東北地域の中小企業における課題 
調査のヒアリング内容を整理し、東北地域の中小企業における課題を整理

した。 

①原料調達とコスト負担 

 バイオマスプラスチックの原料コストが高い（通常のプラスチックの 1.5

～5 倍）ため、価格競争力を確保するのが難しい。 

 地元の農業・水産資源を活用する動き（ホタテ貝殻、りんご搾りかす等）

があるが、供給の安定性や加工コストが課題。 

 原料の品質が一定でないため、製造時のばらつきが生じる。（例：ホタテ

貝殻の処理に時間がかかる。） 

②製造技術・設備投資 

 既存の射出成形機等ではバイオプラスチックの成形が難しく、新たな設

備投資が必要。 

 中小企業では設備投資の負担が大きく、補助金活用が不可欠だが、要件

が厳しく利用しにくい。 

 新しい成形技術の確立が必要。（例：高耐熱性の確保） 

③市場形成・販路拡大 

 消費者や企業の認知度が低く、価格も高いため普及が進まない。 

 大企業のサプライチェーンに組み込まれるのが難しく、自主流通モデル

の構築が必要。 

 BtoC 向けの販路開拓が困難であり、BtoB 向けの展開に偏る。 

④まとめ 

 東北地域の中小企業がバイオプラスチックや再生プラスチック分野で競

争力を高めるには、地域資源の活用、産学官連携、補助金活用、販路開拓

といった取組みが鍵となる。 

 特に、法規制や市場動向を活かした戦略的な事業展開が求められる。 

課題 取り組むべき方向性 

原料調達の不安定さ 

・地域資源活用 

・異業種連携 

・品質向上 

製造技術・設備負担 
・研究機関との連携 

・補助金活用 

市場形成の難しさ 

・BtoB 販路開拓 

・BtoC ブランド化 

・公共調達活用 
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  3.3.2 東北地域と他地域との違い 
調査のヒアリング内容を整理し、東北地域と他地域との違いについて整理

した。 

①大学・研究機関との連携が活発 

   【東北地域】 

 大学や研究機関と企業の共同研究が盛んに行われている。 

 宮城産業技術センターが、テラヘルツ技術を用いたプラスチック素材識

別の研究に参画している。 

 農業・食品廃棄物の活用も、東北の研究機関が関与する事例が多い。 

   【他地域との違い】 

 関東・関西圏では、大手企業と首都圏の大学が主導する研究が多いのに

対し、東北では地域密着型の産学連携の取組みが目立つ。 

②地域資源を活用したバイオマスプラスチックの開発 

   【東北地域】 

 JA アオレン（青森県）では、「りんごの搾りかす」等の植物残渣を農産品

運搬用パレットへの活用に向けて研究・開発に取り組む。 

 青森エコサイクル産業協同組合では、「ホタテの貝殻」を活用したバイオ

マスプラスチックを開発している。 

 株式会社三義漆器店（福島県）では、生分解性プラスチックの開発と漆器

産業との融合を図っている。 

   【他地域との違い】 

 東北では、地域資源を活用したバイオマスプラスチックの開発が目立つ。 

③再生プラスチックの活用とリサイクル産業の強化 

   【東北地域】 

 株式会社青南商事（青森県）は、東北地域に 14 の工場を持ち、ペットボ

トル、自動車部品、漁網等のプラスチックリサイクルを幅広く展開して

いる。 

 気仙沼の amu 株式会社（宮城県）では、漁業廃棄物を活用したナイロン 6

（ケミカルリサイクル）を展開し、100％廃漁具由来の高品質リサイクル

材を提供している。 

   【他地域との違い】 

 他地域では企業主導の大規模リサイクルが多いが、東北では「地域の循

環経済」を意識した取り組みが目立つ。 

 地域企業がリサイクル事業のハブとなり、地域の廃棄物を活用するスキ

ームを構築している。 
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④行政の積極的な支援 

   【東北地域】 

 福島イノベーション・コースト構想推進機構、宮城県産業技術総合セン

ターを含む行政側の支援が厚く、企業からの評価が高い。 

 「補助金や行政のバックアップがしっかりしており、研究開発がスム

ーズに進む」という声がある。 

   【他地域との違い】 

 他地域では、企業主導の動きが強いのに対し、東北では、行政の手厚い支

援により、産学連携の取組みが進んでいる。 

⑤東北地域特有の課題 

   【東北地域】 

 市場規模 

 東北地域内での消費が限られ、大規模生産を行うには市場が狭い。 

 そのため、「輸送コストが課題」となるケースが多く、他地域への販路

拡大が必要となる。 

 産業の集積度の問題 

 「サプライチェーンを組むには資本面での連携が必要」との指摘があ

り、東北地域内だけではバリューチェーンが完結しにくい。 

 そのため、全国レベルでのネットワーク構築が求められる。 

   【他地域との違い】 

 サプライチェーンが地域内で完結しやすいが、東北では「地元＋首都圏・

海外」のネットワーク構築が重要。 

⑥まとめ 

 東北地域では、地域資源を活用したバイオマスプラスチックの開発や、

地域主導のリサイクル事業が活発であり、行政や大学との連携が強い。 

 しかし、市場規模の小ささやサプライチェーンの課題があるため、他地

域との連携や販路開拓がカギとなる。 

項目 
東北地域の特徴 

（他地域との相違） 
他地域の場合 

研究開発 
・地域大学・産業技術センタ

ーとの連携が多い 

・大手企業と中央の大学の

連携が主流 

バイオマス

活用 

・りんご搾りかす・ホタテ貝

殻等地域資源の活用 
・竹・バガス等の活用が多い 

リサイクル 
・地元企業がリサイクルの

ハブに 

・企業主導の大規模リサイ

クルが多い 

行政支援 ・行政支援＋産学連携 ・企業主導のケースが多い 

課題 
・市場規模が小さく、販路開

拓が必要 

・産業集積が進んでいるた

め、バリューチェーンが完

結しやすい 
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3.3.3 国内最大規模の研究・開発環境 

東北大学サイエンスパークをはじめとする東北地域の研究・開発環境は、革

新的な技術と施設を備えた強力な研究基盤を提供している。 

特に、2023 年 1 月に発足したグリーンクロステック研究センターは、高度な

計算・科学データのデジタルトランスフォーメーション（DX）ツールである「Ｃ

ｏＳＭＩＣ」を駆使し、先進的な研究を推進している。 

また、2024 年 4 月に運用開始された、世界最高水準の先端大型研究施設であ

る高輝度放射光施設「ＮａｎｏＴｅｒａｓｕ（ナノテラス）」は、１メートルの

10 億分の１というナノレベルでの素材解析が可能であり、同施設の活用によ

り、プラスチック代替素材市場におけるさらなる技術革新が期待される。 

加えて、プラスチック代替素材等に取り組む事業者への産学連携による支援

体制が整備されており、研究者や企業への相談や支援が積極的に行われている。 

 

■グリーンクロステック研究センター 

    

出所：東北経済産業局「放射光でデザインする、ものづくり企業の未来（放射光利活用による地域企業の課題解決・

価値創造セミナー）」「サーキュラーエコノミー実現に向けて」（2024 年 10 月）を元に作成 

3.3.4 産官学連携による豊富な技術シーズや社会実装事例の誕生 

東北地域では、産官学連携による豊富な技術シーズや社会実装事例が数多く

創出され、新たな付加価値を持つ製品や技術が生まれている。 

その背景には、東北地域における主要産業である一次産業における人材不足

等への対応、地球温暖化に伴う気候変動、原油価格の高騰等といった課題を克

服するため、地域特性を活かした“東北オリジナル”の革新的な技術や製品が

数多く開発されているストーリー性も存在する。 

 例えば、東北地域の主要農産作物である米や、ホタテやホヤなどの水産資源

を活かしたバイオマスプラスチック製品や、一次産業の活性化に寄与する新た

な素材や技術の開発等が挙げられる。また、再生プラスチック製品や技術はさ

まざまなアプローチで付加価値を提供し、その適用範囲を広げている。 

 さらに、東日本大震災等の被災経験が開発のきっかけとなった製品や、復興

への想いが動機付けとなって開発された製品もある。 
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 株式会社ライスレジンの本社が所在する福島県浪江町においては、東日本大

震災で全町民が避難を強いられ、水田が荒れ地になってしまっていた。徐々に

避難解除されて、住民が戻り、米作りを再開したいという想いを持ちながらも、

風評被害でなかなか米作りが再開できない農家がいた、同社では、売れ残った

お米を買い受けることで、再開の後押しができればという想いで取組みを始め

ている。 

株式会社近江の「ホタテ割りばし」は、東日本大震災時において、箸がなく

なり食事の際に困ったという経験が契機となっている。一般的な木製の割り箸

は通常 3 か月程度しか保存できないため、５年から 10 年程度の期間を安定し

て保存できる、災害備蓄品としての割り箸を製造できないかと思い立ったこと

が開発の動機となっている。 

これらの“東北発”の製品や技術的アプローチは、東北地域の事業者の経営

課題の解決や、持続可能な社会の実現に向けた取組みを推進する手段として地

域に寄与するものであり、ひいては、将来的に東北地域含めたプラスチック代

替素材市場の拡大にインパクトを与える可能性を秘めていると考えられる。 
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3.4 今後想定される検討論点（政策提言） 

本調査の結果を踏まえ、今後プラスチック代替素材および再生プラスチック関

連市場を拡大するために検討すべき論点を以下の通り整理する。 

 

  3.4.1 法整備、認証・認定制度の整備やルール化による普及・導入

の促進 
 

①国内でのプラスチック代替素材および再生プラスチックの普及に

寄与する法整備・ルール化の必要性 
 

本調査において企業から多く挙げられた意見・提言のひとつが、国内における

プラスチック代替素材および再生プラスチックの普及を推進し、環境負荷の低

減と経済の両立するための、バイオマスプラスチックや再生プラスチックの使

用を義務付ける法制度化・ルール化の必要性についてである。 

 

  【国内外の温度差の解消に向けた法整備・ルール化】 

国内の企業や消費者の環境意識について、ＥＵと比べ、環境認証制度や消費者

レベルでの環境意識がまだ十分に浸透していないとの課題が、取材した企業の

多くから指摘されている。現在、日本では企業や消費者が自由に製品を選択でき

る状況にあり、環境に配慮した製品が高価であるため、積極的に購入を控える傾

向がある。 

2022 年に施行された「プラ新法」に基づいて、製造販売事業者による自主回

収・再資源化事業計画、再資源化事業者（リサイクル事業者）による再資源化事

業計画等の認定制度が実施されているが、必ずしも発信力が高いとは言えず、レ

ジ袋の有料化等が進んだものの、取組みとして落ち着いている側面がある。 

このため、ＥＵやアジア圏において進められている、法律制定を通じた環境配

慮型製品の使用義務化を参考として、日本でも同様の規制や法整備が必要であ

るとする意見も聞かれた。 

具体的には、自治体の指定ゴミ袋にバイオマスプラスチックの配合率を指定

するルールを課す等、プラスチック代替素材の使用を義務付ける取組みにより、

規制や法整備が進むことで企業も動きやすくなり、環境対応が進み、設備投資や

市場拡大が促進されることが期待される。 

 

  【各種認定マークの普及啓発と再生プラスチックの認定制度の創設】 

調査を通じて、バイオマスマーク・バイオマスプラマーク等各種認定マークの

ほか、環境ラベル等の認知度向上や正しい理解の普及についての意見も多く寄

せられた。 

企業の評価指標として環境対応の取組みがますます重要視されるようになれ

ば、企業も積極的に取り組むようになると見込まれることから、環境配慮に取り

組む企業に対する社会的な評価や表彰制度も有効であるとの意見が見られた。 

現在、環境省が開催する「グッドライフアワード」等、環境配慮や持続可能な
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社会に向けた表彰制度はあるが、バイオプラスチック製品の開発・普及に係る表

彰制度の創設・普及等の取組みを図ることも一案である。 

また、本調査において、今後需要の高まりが見込まれる再生プラスチックにつ

いて、日本国内ではまだ再生プラスチックの認証制度が整っていないため、新た

な評価や認証制度の必要性も確認された。 

すでに評価・認証制度が確立している欧州等においては、バイオマス製品のサ

プライチェーンの持続可能性の認証を行う「ＩＳＣＣ（国際持続可能性および炭

素認証）」や「ＲＳＢ（持続可能なバイオマス円卓会議）」は、業界団体や大学・

研究機関、政府などで構成される第三者機関により運営されている。また、ドイ

ツの「Ｉｎｔｅｒｓｅｒｏｈ＋社（インターゼロ社）」 や、「ｃｙｃｌｏｓ－Ｈ

ＴＰ社（サイクロス社）」等の民間企業が、欧州における製品のリサイクル性に

関する第三者評価を行っている。 

このように、行政主導ではなく、各民間企業が中心となって、大学・研究機関

等の専門家による化学的根拠に基づいた評価や認証制度等のルールづくりの協

議や取組みを進めていくことと、そのプラットフォーム構築等への支援を行政

機関が行っていくことが重要である。 

日本国内における動きとして、一般社団法人サステナブル経営推進機構（略

称：ＳｕＭＰＯ（さんぽ）」）が運営する「ＳＰＣ認証（Sustainable Plastics 

Certification）」について、2025 年 2 月に国内再生プラスチック事業者８社が

パイロット認証を取得する等、民間主導による取組みが始まっている。 

バイオプラスチックおよび再生プラスチックの認証制度の整備においては、

製品の性能や安全性、土壌への環境毒性の有無等、さまざまな試験を基にした国

の公式の認証方式の構築にも併せて取り組む必要がある。 

 

■日本の認証制度の例 

①一般社団法人日本有機資源協会が運営する認定制度 

 

 

②日本バイオマスプラスチック協会が運営する識別表示制度 

 

 

バイオマスプラ 

識別表示 

 
 

 

生分解性プラ 

識別表示 

 
 

生分解性プラ 

＋バイオマスプラ

識別表示 

 
 

海洋生分解性プラ

識別表示 

 
海洋生分解性プラ 

＋バイオマスプラ 

識別表示 

出所：日本バイオマスプラスチック協会ホームページ 

  

出所：一般社団法人日本有機資源協会ホームページ 
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 【生分解性プラスチックに係る仕組み構築】 

生分解性プラスチックの普及には、生分解や堆肥化するためのコンポスト等

のインフラの整備や法制度化により、生分解性プラスチックの特性が十分に発

揮できるよう、企業や消費者の生活空間における環境整備を推進することによ

り普及を促進することが重要である。 

地域ぐるみの仕組みづくりについては、プラスチック資源循環促進法の規定

に基づく再商品化計画の認定がスタートしており、2022 年９月の宮城県仙台市

の第１号認定から 2025 年３月現在で 30 件の認定を行っている。 

同認定制度では、市町村が分別収集したプラスチック使用製品を、計画で定め

た再商品化事業者に対して直接引渡すことが可能となり、市町村と再商品化事

業者で収集・引渡しに係るルールを設定することで、分別回収の具体化や環境省

が定める分別収集物の基準を満たさないものでも回収することが可能となる。

この制度のように、市町村単位でバイオマスプラスチック収集後の再利用方法

の仕組み化や、再生不可能な生分解性プラスチックの処理に向けた仕組みを定

めることにより、地域での資源循環の仕組み化を進めることができる。 

 
 

■プラスチック資源循環促進法における再商品化計画の仕組み 

 
出所：経済産業省「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律について」（2022 年３月）を元に作成 

 
 

また、同法において、プラスチック使用製品の製造・販売事業者等が作成した

自主回収・再資源化事業計画について、主務大臣が認定する仕組みが創設され、

主務大臣の認定を受けた事業者は、廃棄物処理法に基づく業の許可が不要とな

ることから、同計画の中で、再商品化が困難な回収品の生分解処理や堆肥化等を

行った後の利活用方法を追加で定めた製造・販売事業者へのインセンティブを

検討する等が考えられる。 
 

■自主回収・再資源化事業のスキーム 

  
出所：経済産業省「プラスチックに係る資源循環の促進等に関する法律について」（2022 年３月）を元に作成 
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【カーボンクレジット等のインセンティブ制度の改善】 

現在、Ｊ－クレジットが制度化されているほか、ＧＸ推進法の改正により、排

出権取引の具体化について議論が行われている。 

Ｊ－クレジットでは、現在バイオマスプラスチック等によるＣＯ２削減は方

法論からの対象外となっているほか、計画段階での審査が必要となり、まずは着

手してから後で算定するといった枠組みであるため、利用のハードルが高くな

ってしまうことから、同制度の改善についても議論が必要である。 
 

■Ｊ―クレジット制度への登録、認証の大まかな流れ 

   
出所：環境省「J クレジット制度の概要と最新の動向」（2024 年２月）を元に作成 

 

また、2025 年のカーボンニュートラル実現と社会変革を見据えたＧＸへの挑

戦を行い、現在および未来社会における持続的な成長の実現を目指す企業が、同

様の取組を行う企業群や官・学と共に協働する場として設けられた「ＧＸリーグ」

において、2023 年度より「企業が自主設定・開示する削減目標達成に向けた排

出量取引（GX-ETS）」が導入され、2026 年度より排出量取引を本格稼働させる予

定である。 
 

■ＧＸ－ＥＴＳの段階的発展のイメージと仕組み 
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出所：環境省「J クレジット制度の概要と最新の動向」（2024 年２月）を元に作成 

 

②ＥＵ等海外市場への販売力強化に寄与する日本独自のルールづく

りの必要性 
  

  【ＥＵの認証制度適用のデメリットを踏まえた日本独自のルールづくり】 

ＥＵにおいてはＩＳＣＣ（国際持続可能性および炭素認証）やＲＳＢ（持続

可能なバイオマス円卓会議）の認証が主流だが、欧州の山の地形や林業の方法

が日本とは異なるため、欧州で作られた基準をそのまま日本に適用すると、日

本では高コストになってしまう。 

ＥＵのルールに準じた規格・仕様に対応しようとすれば、日本にとって不利

になるため、日本独自のルールを作る必要があると考えられる。 

ＩＣＣ（国際商業会議所）は、全世界にルールを義務付けているわけではな

く、日本をはじめとする各国が独自のルールを作ることに対しては懸念がある

わけではないとし、国ごとに環境や材料が異なるため、大学等の専門家や検査

機関等による物性の分析、製品の性能や安全性、土壌への環境毒性の有無に科

学的な根拠に基づくエビデンスを示すことができれば独自のルールづくりは

妨げられるものではないとされている。 

日本は欧米諸国と比べてルールづくりが遅れているが、国内のビジネス環境

に対応した日本独自のルール整備の検討の必要があると考えられる。さらに、

ルールに準じた認証制度の創設や、社会潮流に合わせてバージョンアップを繰

り返しながら、ルールを改善していくことが重要となる。 

  

  【ＬＣＡの計算手法の確立】 

日本においては、ＬＣＡ（ライフサイクルアセスメント）※の計算手法が確立

されていない側面もある。 

例えば、バイオマスプラスチックに使用される農作物がどのように生産され、

どこから調達されているのか、また、その輸送方法等細かい部分まで計算する必

要がある。製造業における型式認証のように基準を満たす製品を認証し、その認

証を基にＬＣＡ評価を算定することができるしくみ等、分かりやすい形で認証

制度を確立すること等が求められている。 

ＬＣＡのルールメイクができなければ、カーボンクレジット等の取引も難し

くなる。日本の環境特性や社会状況を踏まえた、より精緻な影響評価手法の開発
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を推進するほか、国際的にも認められる計算手法を日本独自で確立することが

重要である。 

また、日本国内においては、日本独自のＬＣＡデータベースとして、国立研究

開発法人産業技術総合研究所が開発・提供している「ＬＣＩ（ライフサイクルイ

ンベントリ）データベース ＩＤＥＡ (Inventory Database for Environmental 

Analysis)」が広く利用されているが、ＬＣＡの導入は大企業中心であり、中小

企業への普及が進んでいないと言われている。中小企業を含めた産業界全体を

カバーし、より詳細で信頼性の高いＬＣＩデータベースの拡充が重要である。 

そのため、企業間のデータ共有を促進するための規格やプラットフォームの

整備、インセンティブの付与など中小企業のデータ収集や共有を促進する仕組

みの検討等が必要であると考えられる。 
 

※ＬＣＡ（ライフサイクルアセスメント）…製品やサービスのライフサイクル全体にわたる環境負荷を定量化し、評

価する手法。原料の調達から製造、流通、使用、廃棄、リサイクルまでの一連の流れを指し、LCA はこれらすべての

段階で生じる環境負荷を総合的に評価する。 

 

■インベントリデータベースＩＤＥＡ（イデア） 

 
出所：国立研究開発法人産業技術総合研究所ホームページを元に作成 
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3.4.2 プラスチック代替素材の普及に向けた製造・購買に対する補

助金等の経済的支援 

 

①プラスチック代替素材・製品の製造に向けた経済的支援 
 

【設備投資を促進するための資金支援】 

プラスチック代替関連企業の意見のうち、法整備・ルール化と同様、多く出た

意見が、製品生産に取り組むための設備投資に対する行政からの補助金に関する

要望であった。 

従来の石油由来樹脂からプラスチック代替素材樹脂に切り替える際には、既存

の設備や機械を更新、最適化する必要があり、特に資金力の乏しい中小企業にお

いては、支援を求める声が大きい。 

また、バイオマスプラスチックや再生プラスチック等の樹脂によっては、射出

成形をするために専用の高額な設備が必要となり、原料である樹脂の調達コスト

だけではなく、設備の初期投資の大きさが導入検討企業の障壁となっている。 

例えば、省エネ・非化石転換補助金のⅢ類型「設備単位型」では、高効率のプ

ラスチック加工機械に対する補助を実施しているため、プラスチック代替素材を

活用することにより、生産時のＣＯ２削減量を基に補助金決定を行う仕組みを構

築することで、プラスチック成形企業のＧＸ化を支援することも一案である。 

 

■省エネ・非化石転換補助金の４類型 

 
出所：経済産業省「更なる省エネ・非化石転換・DR の促進 に向けた政策について」（2025 年１月）を元に作成 

 

【研究開発費用や試作生産等に対する資金支援】 

求める物性を再現するための研究開発費用や安定的に生産を軌道に乗せるた

めの試作生産等にかかるコストに対する補助金を求める声もあった。 

特にＥＬＶ指令に対応するための分析・検証費用や実証試験の費用は、ＥＵ等

の海外向け製品のメーカーにとっても負担となっている。 

中小企業における研究開発・試作生産に係る資金支援としては、成長型中小企

業等研究開発支援事業（Ｇｏ－Ｔｅｃｈ）等の支援策が挙げられる。 

同事業では、中小企業、特定事業者等が大学・公設試等との連携により、高度
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化指針を踏まえた研究開発を行う場合、最長３か年にわたり研究開発支援を行っ

ているため、プラスチック代替素材分野においても、本事業の活用を促進するこ

とが考えられる。 

 

■成長型中小企業等研究開発支援事業（Ｇｏ－Ｔｅｃｈ） 

  

   
出所：中小企業庁「成長型中小企業等研究開発支援事業（Go-Tech）チラシ」を元に作成 

 

【量産化・実用化に向けた資金支援】 

 現在の先端技術に対する補助金は、パイロットスケールのフェーズまでを支援

対象としているケースが多く、量産化に対応した商業プラントの設備投資に対す

る補助金を求める声も見受けられた。 

新規分野における事業化において、企業成長にも資する量産化は重要であり、

良い技術・製品を持っていても量産化の受注に対応出来ず、事業化できない中小

企業やベンチャー企業が存在すると言われている。 

製造業は設備投資が先行せざるを得ない性質側面があり、事業として軌道に乗

せるためには、商業プラント規模の設備が稼働できるかというところが大きく関

わってくる。 

現在、サーキュラーパートナーズ（ＣＰｓ）会員用に展開されている「脱炭素

成長型経済構造移行推進対策費補助金（産官学連携による自律型資源循環システ

ム強靱化促進事業）」を通じて、自動車・バッテリー、電気電子製品、包装、プラ

スチック、繊維等について、動静脈連携による資源循環に係る技術開発及び実証

に係る設備投資や長寿命化や再資源化の容易性の確保等に資する「環境配慮型も

のづくり」のための技術開発、実証及び商用化に係る設備投資に対し、３か年で

100 億円の補助金を交付予定である。 

このため、同補助金の交付状況やその効果を検証の上、資源循環に係る技術開

発・実証・商用化に向けた支援を検討することが必要である。 
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■産官学連携による自律型資源循環システム強靱化促進事業の概要 

 

出所：一般社団法人低炭素投資促進機構「脱炭素成長型経済構造移行推進対策費補助金（産官学連携による自律型資

源循環システム強靱化促進事業）公募要領」を元に作成 

 

  【プラスチック代替素材の原料を生産する一次産業に対する資金支援】 

プラスチック代替素材の原料を生産する一次産業の振興のための政策の充実

を求める意見も見られた。 

具体例として、生産者の後継者不足に対する支援、地域経済の発展を支援する

ための補助金等が挙げられている。 

プラスチック代替素材のメーカーへの支援だけではなく、商流の川上を支える

一次産業の持続可能な経営への支援等を含めて、サプライチェーン全体をサポー

トしていく考え方は、プラスチック代替素材関連市場を長期的にとらえた際に重

要な視点となると考えられる。 

 

②プラスチック代替素材・製品の購買に向けた経済的支援 

 
【国・自治体における購買強化による市場形成】 

資金的支援については、企業等の生産側に対する補助金制度だけでなく、国や

自治体が代替プラスチック等を取り扱う企業の製品を積極的に購入・採用するこ

とで、市場形成につながることが考えられる。 

また、プラスチック代替素材を導入する自治体に対し、国から交付金・助成金

を交付する等、購買側にインセンティブを付与する取組みについても検討余地が

ある。 

環境省では、グリーン購入法に伴う環境物品等の購入に取り組む地方公共団体

向けのアンケート調査を実施しており、2023 年度調査結果を分析すると、回答の

あった地方公共団体 1,788 団体中、環境購入を求める 22 分野のうち 80％以上の

環境購入を行っている分野数が５割以上となっている団体が 99 団体（5.5％）と

なり、80％以上の環境購入を行っている分野数が０となっている団体（環境購入

に係る組織的な取組みがない団体を含む。）は、1,231 団体（68.8％）となってい

た。このため、地方公共団体において環境に配慮した調達を行うことで、ＣＯ２

の削減や現在代替素材を用いた製造に取り組む企業へのインセンティブ増加に

繋がる可能性が高い。 
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■グリーン購入係る取組状況（各分野に対し環境購入に組織的に取り組んでい

ると回答した団体数およびその割合） 

 
出所：環境省ホームページ「取り組み状況データベース ＜行政（都道府県・政令市・市区町村）＞を元に作成 

 
  【環境配慮製品を購入した企業に対する資金支援】 

環境保護に対する取組みへの関心の高まりを受け、プラスチック代替素材関

連製品の導入・転換の検討を進めている企業が増加傾向にある。 

他方、初期段階では生産量が少ないため、製品価格が高くなり、開発コストや

生産コストに加え、物価や原材料価格の上昇も販売価格に反映されることから、

環境配慮製品の購入に至りにくい状況にある。 

企業によっては先行投資や企業のＣＳＲやイメージ戦略、宣伝費用として捉

えている側面もあるが、プラスチック代替素材の導入・生産にかかるコストは少

なからず企業側の負担となっている。 

プラスチック代替製品の販売単価の引下げのためには、「規模の経済」の概念

に基づく、「量産化の段階への移行」が鍵となると考えられる。 

購買側に浸透し、石油由来製品を凌ぐ主流の売れる製品となることで、メーカ

ーは量産化に踏み切ることができる。それに伴い、設備投資、開発費等の固定費

の分散や、原材料費等の調達コストの削減等が可能になると考えられる。 

このため、量産化に至るまでの期間、購買企業の経済的負担を支えることを目

的として、プラスチック代替素材の採用に伴うコスト増による製品への価格転

嫁を補填するため、石油由来製品の差分を購買時に補填する支援制度や、プラス

チック代替製品の購買に転換した企業に対する助成制度の導入を検討する余地

がある。 

具体的には、クリーンエネルギー自動車の購入補助が挙げられ、ＥＶ車やＥＶ

ステーション、または燃料電池自動車や水素ステーションの購入については、購

入に対する企業・消費者向けの購入支援制度が設けられている。このように、バ

イオプラスチックを採用し、製造に係るＣＯ２を低減した自動車等には購入補

助を実施するといった仕組みは実現可能である。 

他方、バイオマスプラスチックを用いた商品包装等、購買単価が小さいものに

ついては、小売業者に対し、購買活動の中でバイオプラスチック等を用いた商品

購入によって生まれたＣＯ２削減等の価値を基に助成金を支給する等、排出権

取引とは異なる仕組みでの購買支援制度を構築し、小売業者が環境配慮製品を

仕入れやすくする取組みを行うことが考えられる。 
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③コーディネート支援の展開 
 

【コーディネート支援の重要性】 

本調査では、新たな開発や製品化に向けた設備投資等に対する企業が活用でき

る補助金や助成金等に係る情報を自社で入手しづらいと感じている企業や、申請

方法の分かりづらさ、申請書類作成の煩雑さ等のために、なかなか一歩を踏み出

せない、といった意見が少なからず聞かれた。 

このため、ウェブサイト等を通じた情報発信や、研究開発や製品化の新事業に

取り組む企業向けセミナーの開催、企業に合った情報やマッチングを支援する相

談窓口の創設等、企業とのタッチポイントを創出する取組みが必要である。 

ＣＮＦを地域全体で取り組む静岡県富士市では、「富士市プラットフォーム」

を立ち上げ、ＣＮＦの利活用促進に向けた情報発信・イベントの開催のほか、利

活用相談や富士市ＣＮＦブランド認定を行っている。 

東北地域においても、地域特性を活かした新素材について、官民一体となって

利活用を促すプラットフォームの創設が考えられる。 

 

■富士市ＣＮＦプラットフォーム 

 
出所：富士市資料 

  



 

54 

公表用 

 3.4.3 企業、研究機関、大学等の連携や共同開発の促進 
 

①  連携や共同研究の重要性 
 

本調査においては、企業・研究機関・大学等の連携による共同研究や社会実装

に向けた取組み事例が数多く確認できたため、下表にその特徴を整理した。 

 

項目 東北の特徴 

連携領域 素材開発、製品化、量産化 

連携範囲 
都道府県内連携、同一地域内連携（東北同士等）、越

境連携（東北×近畿等） 

組合せ 
企業×企業、企業×研究機関、企業×大学等、企業

×研究機関×大学等 

経緯 
企業→研究機関・大学、研究機関・大学→企業 

企業独自のネットワークによる連携 

 

②企業と研究機関・大学等教育機関とのマッチング支援による連携の

促進 

 
取材企業からの意見を抜粋すると、以下のマッチングニーズが存在する。 

 技術提携できる企業や研究機関等とのマッチング 

 代替プラスチック素材を成形できるメーカーや新規ユーザーとのマッチング 

 地域を超えた現地企業とのネットワーク構築を進めるためのマッチング 

 技術を探している企業（教えてもらいたい企業）と技術を持っている企業（教

えたい企業）とのマッチング 

 代替素材を販売したい企業と購入したい企業のマッチング 

実際に企業同士あるいは研究機関等と連携を行うことにより、一社単独では

開発が進まなかった案件が一歩前進したり、専門家等のアドバイスにより商用

化に向けた課題解決に繋がった等の声が聞かれた。 

プラスチック代替素材に取り組む企業にとって、自社だけでの開発や製品化

の実現が困難であることから、他企業や研究機関・大学等と連携の上、コンソー

シアムを組成し、共同開発や協業、マッチング支援、サプライチェーン構築を行

うことが重要である。 

現在実施されている取組みとして主に以下のような事例が挙げられる。 

「プラスチック成形加工技術研究会（べにばなコンファレンス）」は、東北・

北海道地区のプラスチック成形加工に関わる産学官の技術者、研究者に対し技

術交流の場を提供するため、産技連東北地域部会 物質・材料・ デザイン分科

会の下に 1987 年設立され、東北・北海道地区のプラスチック成形加工に関わる

産学官の技術者、研究者の技術交流の場を提供した他、これまでビジネスマッチ

ング、共同研究、外部資金研究を実現することにより、東北地域のものづくり企

業に貢献している。 
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「次世代プラスチック成形技術研究会（会長：山形大学 伊藤浩志教授）」は、

東北地域の有望企業群のさらなる成長に資することを目的として、東北地域に

おけるプラスチック成形技術の高度化を目標としたネットワークの構築により、

日本でしか出来ない技術、日本で作り続けられるための技術、超低コストを実現

する技術の取得、プラスチック射出成形等技術における共通の基盤技術の確立、

プラスチックに係る新たな研究の枠組（産学官連携など）づくり等への支援に取

り組んでいる。 

国立研究開発法人科学技術振興機構（ＪＳＴ）は、大学等の研究シーズと企業

のニーズを結びつけるための様々なプログラム（マッチングイベント、共同研究

支援など）を実施する等、産学連携支援に取り組んでいる。 

 

■国立研究開発法人科学技術振興機構（ＪＳＴ）の産学連携事業の概要 

 
出所：国立研究開発法人科学技術振興機構（ＪＳＴ）ウェブサイト を元に作成 

 

  3.4.4 消費者へのバイオプラスチックおよび再生プラスチックに

関する理解・知識の普及・啓発 

   

① 消費者への啓発の必要性 

消費者のバイオプラスチックおよび再生プラスチックに関する知識や理解の

普及が進んでいないため、製品の普及も進まない現状がある。 

バイオプラスチック製品および再生プラスチック製品の意義やメリットにつ

いて、消費者の十分な理解が浸透していないことから、高価になりがちな環境配

慮型の製品よりも、従来の安価な石油由来のプラスチック製品を選ぶ傾向が見

られる。 

 

  【環境教育を通じた啓蒙活動】 

環境配慮に向けた行動変容を促すため、一般消費者向けの啓発活動を行うこ

とが必要となる。 

特に、学校現場における子ども向けの環境教育の充実に取り組むことで、子ど
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もを通じて家庭全体に周知を図ることが可能である。 

学校教育での学習機会の提供や教科書の改訂等が求められるようになってい

るが、教科書の改訂は４年に１度である等、情報の更新スピードが遅くなる傾向

があるため、時代の潮流にタイムリーに対応した情報の提供や学習教材の継続

的な更新等の対応が重要となってくる。 

環境省では、環境教育に役立つ情報サイト「環境 Station」にて、授業展開例

や授業用で使用する動画等をまとめており、タブレット教育と合わせたタイム

リーな情報の展開を行うことが可能である。 

 

■環境省「環境 Station」を通じた環境教育教材の展開 

    

    
出所：環境省「環境 Station」ウェブサイト を元に作成 

 

 

  【企業主導の消費者向け啓蒙活動の仕組み化】 

民間企業の企業努力による啓発の取組みについては、啓発費用等の企業負担

がネックとなる。 

例えば、消費者に対するメリットを出すためにポイントを付与する取組みを

企業が実施する場合、そのポイントの原資は企業負担になる。 

さらに、取組みの趣旨への理解が十分に伝わっていない場合、ポイント付与の

対象商品を値上げしてしまえば、消費者の購買行動につながりにくくなる等、企

業にとってメリットのない取組みになってしまう可能性がある。 

この観点から、例えば大阪府では、2022 年度から脱炭素ポイント事業「おお

さかＣＯ２ＣＯ２（コツコツ）ポイント＋（プラス）」を展開している。同事業

では、大阪府内の小売事業者等と連携し、小売事業者等が現在運用しているポイ

ントシステムを活用し、生産・流通・使用等のライフサイクルの各過程における

CO2 排出が少ない商品やサービスを購入するといった消費行動に対して脱炭素

ポイントを付与する取組みの普及を図っている。 

同制度では、事業者に対してポイント支払い原資の３分の１以内の金額（上

限：200 万円）を支給するなど、自社のＣＳＲ活動に係るＰＲを通じて環境配慮

商品の購入と売上拡大の両立を図ってきた。 

学びの地図 
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■大阪府「おおさかＣＯ２ＣＯ２（コツコツ）ポイント＋（プラス）」 

 

出所：大阪府「 おおさかＣＯ２ＣＯ２（コツコツ）ポイント＋（プラス）」ホームページおよび概要説明資料を元に作成 
 

  【循環方法の周知・理解度向上】 

バイオプラスチック製品および再生プラスチック製品の特性によっては、燃

やす・埋める・分別回収する等、その処分方法は異なる。 

環境に配慮した製品を企業側が市場に供給したとしても、それを使用する側

である消費者がバイオプラスチック製品について正しく理解していない場合、

製品の効果や環境保護への貢献が不十分となる。そのため、行政・企業・教育機

関が一体となって、消費者に対するプラスチックに関する知識や理解の普及・啓

発に引き続き取り組んでいくことが重要である。 

周知の方法については、行政では、ごみの分別資料（カレンダー）や、ごみ分

別アプリが主体となっているが、生分解性プラのコンポストの方法等、具体的な

情報が掲載されているわけではないため、地域のごみ問題や循環型社会構築に

向けたコミュニティ活動を通じた情報発信が重要となる。 

例えば、京都市ごみ減量推進会議は、市民・事業者・京都市が協力してごみの

減量に取り組むため、1996 年 11 月に設立し、2024 年現在で 535 会員となって

いる。主に京都市の指定ごみ袋の販売収益基金からの補助金によって運営され、

こども向けワークショップや、企業向けのごみ減量実践講座、市民公募型のごみ

減量モデル事業への助成等を行っている。 

会報誌「こごみ日和」は、ごみの減量や循環型の地域や生活に向けた情報や知

恵を掲載する年４回の季刊誌となり、2024 年夏に第 100 号が発行された。 
 

■京都市ごみ減量推進会議の概要 

 
出所：京都市ごみ減量推進会議ホームページを元に作成 
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②ポイント制度等を活用した消費者へのアプローチ 

消費者や企業にとってメリットのある環境保護活動につなげるためのインセ

ンティブによって、企業・消費者の行動変容を促すことも一案である。 

例えば、2009 年から 2011 年にかけて全国的に実施された、省エネ性能の高い

家電製品の購入にポイントが付与される「エコポイント制度」のように、消費者

に経済的なメリットを提供し、環境配慮商品の購買を促進し、該当商品の普及を

後押しすることが考えられる。 

この際、対象商品等の購入による石油由来プラスチックやＣＯ２の削減量を

見える化することで、消費者が環境への貢献を体験し、消費者の関心やモチベー

ションを喚起することが重要である。 

環境省では、2008 年から「エコ・アクション・ポイント」制度を運営してい

るが、全国で共通のポイントシステムにより、企業・団体にてエコアクションを

創出し、実行した消費者に対してポイントを付与し、環境行動でポイントを循環

する仕組みを構築している。地域版のポイント制度も存在し、地域企業の財源を

用いた環境アクションの促進を行うケースも見られる。 

 

■エコ・アクション・ポイントの概要およびエコアクションの例 

  
出所：ティーエムエルデ株式会社運営「エコ・アクション・ポイント」ウェブサイト 

 

  3.4.5 グリーンガイドラインに関する理解・知識の普及 

①技術革新を促進するための「グリーンガイドライン」の広報・ＰＲ 

プラスチック代替素材製品および再生プラスチック製品を含めたグリーン社

会の実現に資する技術開発や社会実装、企業間連携を後押しするため、事業者等

がグリーンガイドラインに対する重要性や理解を深め、独占禁止法への理解が

不明瞭な部分を払拭できるよう、セミナー・シンポジウムの開催等の広報・ＰＲ・

啓発活動や、事業者等の相談対応に取り組むことが重要である。 

②グリーンウォッシュ予防に向けた取組み 

  【企業向けの啓発活動の実施】 

公正取引委員会への相談だけでなく、企業内部での監査を定期的に実施し、独

占禁止法上問題となる行為や取組みの有無について確認することの重要性や、

客観性のある評価基準、公的機関による検査や評価等の情報開示を行うことで、
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消費者に理解を得やすくなるメリットについて、企業への啓発や情報提供を行

うことが重要である。 

  【消費者向けの啓発活動の実施】 

また、消費者への働きかけについては、環境ラベルの意味や信頼性に係る情

報提供を行う等、消費者への行動変容を促すための情報提供や啓発活動が重要

である。一方、消費者に対しても、企業の環境主張をそのまま鵜呑みにせず、

第三者機関の認証を確認することの重要性や、企業の取組みを確認することに

よる透明性の評価等について周知することも必要であると考えられる。   
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４．参考資料 

 4.1 調査対象リスト 

  本調査への協力いただいた事業者および団体等は以下のとおりである。 

 

■調査協力事業者・期間・団体等一覧（調査実施順／敬称略） 

株式会社三義漆器店 株式会社青南商事 

株式会社相田商会 
ＪＡアオレン 

（青森県農村工業農業協同組合連合会） 

山陽物産株式会社 株式会社志田産業 

川崎化工株式会社 青森エコサイクル産業協同組合 

有限会社オイカワデニム 甲子化学工業株式会社 

ａｍｕ（アム）株式会社 株式会社カネカ 

株式会社マイン 川上産業株式会社 

株式会社ライスレジン 王子ホールディングス株式会社 

ピーライフ・ジャパン・インク株式会社 株式会社アルコム 

株式会社アミカテラ 荒川産業株式会社 

福助工業株式会社 株式会社トンボ鉛筆 

Ｓｐｉｂｅｒ （スパイバー）株式会社 株式会社ＴＢＭ 

株式会社ヘミセルロース パナソニック株式会社 

ＶＡＳＵジャパン株式会社 富士市役所 

トレ食株式会社 一般社団法人 日本有機資源協会 

株式会社朝日相扶製作所 宮城県産業技術総合センター 

日本製紙株式会社 他、8 者 

スズキ株式会社  

以上合計 42 者 
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